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講演会

エネルギーは地域社会の未来を変える

大島 堅一・伊藤 勝久・上園 昌武・片岡 佳美・関 耕平



巻 頭 言

本誌は、2016 年 6 月 4 日に島根大学松江キャンパス・大学ホールにて実施した、

島根大学法文学部山陰研究センター主催のシンポジウム「エネルギーは地域社会の未

来を変える」講演会の記録です。

山陰研究センターは、山陰地方の特性を踏まえた人文社会科学分野の研究を推進す

ることにより、地域の経済、社会および文化の発展に寄与することを目的として設け

られた法文学部の附置研究所です。2004 年の創設以来、学部内外の研究者による共

同研究（山陰研究プロジェクト）を推進してきました。紀要 『山陰研究』により最

新の成果を公表しているほか、「山陰研究シリーズ」（4 冊）、また 2012 年からは、研

究成果を一般の方々にもわかりやすく解説した「山陰研究ブックレット」を毎年刊行

しています。また講演会、山陰研究交流会、山陰研究サロンなどを定期的に開催し、

研究者のみならず、学生や一般市民の方々にもご参加いただき、研究成果の発信と地

域社会への還元を行っています。

今回のシンポジウムは、『島根の原発・エネルギー問題を問いなおす』という山陰

研究センターブックレットと、そのもととなったプロジェクト研究の成果報告の場と

して開催されました。

シンポジウムのなかでも議論されたように住民自身が地域の将来を考えることが

いま、求められています。この度の講演会はこうした点からも意義あるものと考えて

います。また、地域問題に対する討論を通じて学問の喜びを伝えることも地域に根ざ

す島根大学の催しとして大変相応しいものと感じています。山陰研究センターでは、

今後も、地域に根ざした研究成果の発信と地域社会への成果の還元を通して、地域貢

献に一層努めていきたいと思います。

末尾となりましたが、シンポジウムの開催にあたっては、島根大学地域未来戦略セ

ンターにもご支援をいただきました。また、松江市をはじめとした多くの周辺自治体、

多数の報道機関にもご後援をいただきました。さらに当日も多くの方々にご参加いた

だきました。ここに記して御礼申し上げます。

2017 年 3 月

島根大学法文学部長・山陰研究センター長

田坂 郁夫
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【講演会記録】

島根大学法文学部山陰研究センター 講演会

「エネルギーは地域社会の未来を変える」

日 時 平成 28年 6月 4日(土) 13:15～16:30

場 所 島根大学松江キャンパス 大学ホール

開会挨拶・趣旨説明

○田中則雄(島根大学法文学部 教授・山陰研究センター企画室長)

皆様、本日は御来場いただきまして誠にありがとうございます。

山陰研究センター企画室の田中と申します。本日の司会を務めさせていただきます。

山陰研究センターでは研究プロジェクトの成果に基づき、山陰研究センターブックレット

『島根の原発・エネルギー問題を問いなおす』を刊行いたしました。本日の講演会は、この

ブックレットの内容をもとに、もう少し深く掘り下げようという趣旨でございます。

それでは、開演に先立ちまして、田坂郁夫法文学部長、兼山陰研究センター長より御挨拶

を申し上げます。

○田坂郁夫(法文学部長・山陰研究センター長)

こんにちは。法文学部、そして山陰研究センターを代表いたしまして、一言御挨拶を申し

上げます。本日は、土曜日というお休みの中、多くの方に参加していただきまして、誠にあ

りがとうございます。

初めに、山陰研究センターについて少し御紹介させていただきます。山陰研究センターは

国立大学が法人化されました12年前、2004年に山陰地域に貢献する大学として、学部として

どういうことができるかを考え、人文社会科学分野の立場から地域研究・地域貢献をすすめ

よう設立されました。人文社会科学分野の研究というのは、どちらかというと研究者一人一

人がそれぞれの関心・能力に応じて研究を進めていきます。もちろん学会や研究会を通じて

の研究交流はしますが、いわゆるプロジェクト型での共同研究はあまり積極的に行われてき

ませんでした。そこで山陰研究センターでは、新しい方向性として、必ず共同研究として取

り組むことを求めています。学内の教員同士、あるいは学外の地域におられる研究者の方、
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あるいは他大学の方と、山陰地域にかかわる問題を取り上げてくださいということで、人文

科学・文学・社会学・経済学をはじめ、さまざまな分野でこれまで研究プロジェクトを進め

てきました。その研究成果の報告の機会として、年度末の成果発表会などを定期的に開催し

てきました。そしてまさに本日のような講演会を通じて、とくに地域の皆様に研究成果をお

返しする、お伝えしていくという取り組みをしております。

本講演会は、昨年度末に刊行された『島根の原発・エネルギー問題を問いなおす』という

ブックレットとそのもととなったプロジェクト研究の成果報告として開催しています。

本日は、立命館大学の大島先生をお招きし、基調講演をお願いしております。「原発・エ

ネルギー政策を問う―国策から地域主導への転換」というテーマでお話を伺った後、プロジ

ェクト研究にかかわりました4人の島根大学のスタッフから、それぞれショート報告をさせ

ていただきます。その後、パネルディスカッションという形で議論・討論を進めていきたい

と思っております。東京一極集中といういびつな日本の現在の社会を変えるために、それぞ

れの地域、北海道、東北、中国、それから山陰地方という、地域ごとに地域の皆さんが考え

行動することが、今後必要だと思っております。本日の講演会がそのような地域社会という

ものの未来を考えていく際の一助になれば幸いに思います。

それでは、よろしくお願いをいたします。ありがとうございました。

○田中

それでは早速基調講演に入りたいと思います。本日の講師、立命館大学国際関係学部教

授・大島堅一先生を御紹介申し上げます。大島先生は福井県のご出身で、ご専門は環境経済

学です。特に、地球温暖化問題や原発・エネルギー問題を中心に国内外の政策研究に精通さ

れた、この領域の第一人者でいらっしゃいます。著書には『再生可能エネルギーの政治経済

学』、岩波新書より刊行されました『原発のコスト』を初め、多数ございます。また、福島

原発の事故以降、内閣官房国家戦略室エネルギー・環境会議コスト等検証委員会の委員をは

じめ、多数の政府や自治体のエネルギー関連の委員を務めていらっしゃいます。本日は、

「原発・エネルギー政策を問う-国策から地域主導への転換」と題してお話を伺います。

大島先生、どうぞよろしくお願いします。
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基調講演「原発・エネルギー政策を問う―国策から地域主導への転換」

大島 堅一(立命館大学国際関係学部 教授)

○大島堅一(立命館大学国際関係学部 教授)

皆さん、こんにちは。立命館大学の大島と申します。今日は

お招きいただきまして、ありがとうございました。原発・エネ

ルギー政策を問うということで、1時間ほどお話をさせていた

だきたいと思います。お手元に資料が配られておりますけれど

も、スライドは多少変えておりますので、正面スクリーンを見

ていただきたく思います。

川内原子力発電所を皮切りに、原子力発電所の再稼働が非常に進んでおります。今までは

川内原発や関西電力の大飯、高浜などの原発が焦点でありましたが、これに続く形でこれか

ら新基準の適合審査というのが進み、再稼働が考えられております。これをどのようにとら

えればよいのかということを、特に私の研究課題である原発のコストに注目しながら、電力

自由化や新規のエネルギーも含めて話したいと思っております。

内容は大きく4つほどあります。1つめは、現在、エネルギー政策の大変換時期といえると

思いますが、これについてお話しします。2つめは、電力自由化と原子力発電の関係につい

てです。これも日本の電力政策の中では、本当に大きな大転換といえます。3つめは、原子

力延命策についてです。ただ、これは私が名づけているようなものなのですが、原子力延命

のためのさまざまな政策が講じられていますので、それを御紹介していこうと思います。最

後に、地域主導のエネルギー政策をどうすればいいのかということを改めて考えたいと思っ

ております。

日本におけるこれまでの原子力・エネルギー政策

さて、日本の原子力・エネルギー政策を考える上で、こちらのグラフを持ってきました。

これは日本の原子力がどれだけの期間で増えてきたかというものを表したグラフですが、こ

の青い棒が基数です。1966年に東海原発ができて以来、商業原発が70年、71年あたりから開

始しています。急速に伸びていって、ある時期、1990年代の半ば頃に50基を超えていくとい

うような開発を進めてきました。このスピードが非常に速く、1年に約2基の割合で増えてい

くというようなものでした。

ある意味、社会主義国家以上に社会主義的に計画的に進んでいきましたが、日本の原発が
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何故こんなに増えてきたかというと、やはりそのための仕組みがあったからなのです。原発

は自然に増えていくものではありません。原子力をふやす仕組みがあったわけですが、チェ

ルノブイリ原発事故が1986年にありまして、10年ぐらいすると各地で原発受け入れをするべ

きかどうかということを住民投票していった結果、次々と原発立地ができなくなっていきま

した。グラフで見ると、このように踊り場に来る状況になります。これは非常にはっきりと

わかりますね。それ以後、原発計画が少しありましたが、ちょうど福島原発事故が起こる直

前でこのくらいになりまして、今後どのようになるのかというところまできていたんです。

それが2011年に福島原発事故が起こり、50基を切るというような流れになっています。こ

れを見ていきますと、後ほど申し上げますが、ここで2基ずつふえてきたわけですから、こ

れから2基ずつ減っていく訳です。日本の原子力規制法では40年で廃炉するというのが原則

となっておりますので、70年代に出てきたものは、2010年代にどんどん減っていきます。少

しずつ無くなっていくというのが、原発の大きな流れです。ただ20年延長をすると、その山

が少しずれます。仮に将来的に原発を維持するということであれば、大体この1年に2基相当

を毎年全国のどこかに作らないといけないということになりますので、原発を維持するとい

うのは非常に難しい。なにより、資金調達がすごく難しいと思います。福島第一原発の1号

機というのは、東京電力が最初につくった原子力発電所だったのですが、それが最初に爆発

しましたので、福島第一原発事故は象徴的でした。

こうして日本は、集中立地を進めてきたわけです。日本の原発の大きな特徴は、安全性を

無視して操業しているという点です。私は、先ほどの御紹介にもありましたように、福井県

出身です。気候は、ここの山陰地方と非常に似ています。廃炉している原発もありますけれ

ども、一番多いときには15基ぐらい動いていました。

このように原子力発電所の集積地があるというのが日本の大きな特徴です。東京電力が持

っている原発で、新潟と福島という非常に大きな原発集積地において、この両方で東京電力

は被災したということになるわけです。そういう意味では、東京電力にとっては原子力発電

所を稼働させて、何一つ得がなく、むしろ非常に苦しんでいるというような状況にあります。

エネルギー政策の大転換

次にエネルギー政策の動きについてみましょう。今、エネルギー政策の大転換が起こって

います。福島原発事故後、民主党政権から自公政権へと大きく政権がかわりました。民主党

政権は、その前の自民党政権とほとんどエネルギー政策上は同じでした。菅首相も福島原発

事故以前は、原子力を開発推進するというエネルギー基本計画をつくった責任者でした。政
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権交代しても、エネルギー政策の面では余り変わっていなかったのです。

ですが、福島原発事故を経て、大きく転換します。事故直後の2011年5月には、菅首相は、

首都圏に近い浜岡原発を停止するように中部電力に要請します。これは法律に基づかない要

請でした。本当は何も要請などできないし、要請されたとしても中部電力は原発を止める必

要はないわけです。しかし中部電力は、菅首相の要請を受けて浜岡原発を停めました。菅内

閣では、さらに大きく踏み込んでエネルギー政策を見直していくことになります。それは当

然ながら、原子力を見直すということで話を進めていくわけです。

その成果として出されたのが、ここに示した、革新的エネルギー環境戦略というものです。

当時は国民的世論を確かめるために、国民的議論の中で画期的なことを色々しました。1つ

は、パブリックコメントを全て公表するということを行いまして、国民の大多数が原子力を

廃止縮小することを望んでいるということを発表します。また、討論型世論調査といいまし

て、単に世論調査するだけではなくて、専門家が説明して、それを受けて討論するという調

査も行いました。また、地域での説明会を実施して、質問を大臣が直接受けるということも

しました。さらに、パブリックコメントの評価のために政府とは独立的につくられた検証会

議をつくりました。民主党政権にはいろいろな問題はありつつも、こういった試みをしてい

ます。その結果、2030年代で原発ゼロ社会を目指すというような形でやわらかい表現であり

ましたが、原子力を見直す、あるいは縮小するという方向を打ち出しました。

私はずっと原子力政策を見てきましたが、政府は、今まで一度たりとも原子力をやめるか

やめないかということを考えたことはありませんでした。ある政策をとるときに、何かをす

るかしないかということをまず考えて政策を立案するというのが普通の公共政策のあり方で

すが、するかしないかではなく、原子力政策においては、初めからすることだけが決まって

いるわけです。私は、原子力政策をクルマにたとえると、ブレーキもハンドルもないような

もので、エンジンブレーキくらいしかついてないと言ってきました。エンジンをちょっと緩

めるかどうかぐらいのブレーキしかなかったのですが、民主党政権下では、原子力政策の中

ではじめて、やるべきかやらないかということをはっきり選択肢として設けて検討しました。

そういう意味では画期的だと私は思っています。このような検討を経て、民主党政権は原発

ゼロをめざすとしました。

民主党政権は、そのほかに、エネルギー政策上、2つの大きなことに取り組んでいました。

1つは再エネ普及に道をつけました。固定価格買い取り制、FITと書いてありますけども、こ

れを菅首相が辞任直前に法律を成立させます。2つめは、電力システム改革といって、電力

自由化の方針をつくりました。
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そののち、自公政権でどうなったのか。自公政権の中でエネルギー基本計画ができるので

すが、原発については縮小をうたっています。原発ゼロとは言っていませんが、原発を縮小

するという方向は続いているわけです。ゼロであるかということに関しては、大きな対立点

になっているわけですが、これまでとは違います。他の部分で再エネを普及するとしていて、

これについては、自公政権は民主党政権の政策を引き継いでいます。再エネを拡大するとい

うことです。2つめは、電力システム改革、これも民主党政権が手をつけた道を閣議決定し

て、さらに法律にしました。まさにそのまま丸々引き継ぐ形で動いています。そういう意味

では、福島原発事故の直後に起きたエネルギー政策の流れというのは、政権交代を経ても、

中身はちょっと違っているものの、続いているというふうに理解できます。ただ、今申し上

げましたように、原発ゼロを目指すか、ある程度維持するかというのは全然違っています。

こうした流れの中で、各電力会社の方針もつくられ、また、原発の再稼働の動きも進みつつ

あるということになります。

島根原発の防災計画と安全対策

さて、ここは島根ですので島根原発について少し調べてきましたけれども、島根原発とい

うのは何よりも県庁所在地に立地しているということでは、全国的に、恐らく世界的にまれ

な立地だと思います。これだけの規模の人口があるところの真横というか真ん中に原発をお

くというのは、改めて考えますと想像できませんし、普通はできません。私も色々なところ

に行ったり見たりしているのですけれども、ここまで原発を近くに持っているというか、横

に置いているというのは非常にまれなことです。通常は、原発は人口密集地から離れたとこ

ろに置いています。先程、私の田舎である福井県の例を出しましたが、県庁所在地からはか

なり離れた場所に立地しています。そういう意味で島根は非常に異例な地域であると思って

います。

ただ、安全対策は実際に行われており、調べましたら2,000億円程かけているそうです。

これはかなりの額です。原発1基に4,000億円から5,000億円かかるという中で、わざわざ安

全対策だけに2,000億円をかけているわけですから、そういう意味では経済性という意味で

かなり不利なことをしています。本当は、経済性だけ考えれば、安全対策をしないのが一番

いいんですけれども、安全対策をとらざるをえなくなっているわけです。ただ、島根原発に

ついては、今後新しい課題が出てくると思っています。

それは地震です。松江市長は、震度7を2度観測し家屋の倒壊が相次いだ熊本地震の状況を

踏まえ、中国電力島根原発の事故に備えた市の広域計画について見直していく必要があると
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の考えを示しています。松江市長は非常にいいことを言っていると思います。避難計画につ

いて、熊本のようなケースもあり得るということで、考える必要があるというのはもっとも

なことです。これはまだ発言だけですけれども、内容としては的確に熊本地震の教訓を踏ま

えようとしていると思います。私自身は、この発言が具体化されることを願っています。

さて、これは私が座長代理をしている原子力市民委員会が出したものの一部を示したもの

です。これからの再稼働に向けた大きな論点は、1つは防災計画で、もう1つは規制基準の甘

さです。防災計画は、皆さん御存じだと思うのですが、事業者に作成する責任がないんです

ね。島根原発を持っている中国電力には責任はありません。建設や運転許可の公的要件、要

は規制対象になっていないということです。原子力規制委員会は原子力災害対策指針という

のをつくっていますが、自治体がつくる地域防災計画を審査することをしません。なので、

実効性のある避難計画があるかどうかというのはわかりません。

また、事故が起こった場合、屋内退避を原則にしていますが、それができるのかという問

題もあります。まず屋内に退避して、放射能、放射性プルームというのは飛んでくるのを行

き過ぎるのを待つ、とにかく屋内にいて、その後、通り過ぎた後に逃げるというのが基本と

されています。ですが熊本地震でわかったように、屋内退避ができないんです。大きな地震

があると、皆さん、中に入れないんです。危なくて、潰れてしまう恐れがあるからです。し

たがって屋内退避を基本とする防災計画というのは実効性がないという批判が出てきていま

す。

先程お伝えしましたように、松江市は原発から非常に近いわけですから、ここは重大です。

松江市長もおっしゃっているように、熊本では震度7の地震が2回起きているわけです。これ

は規制基準の中で、想定されていません。揺れも非常に大きくて、最大加速で1,580ガル、

これが起きるか起きないかはともかくとして、島根原発の場合は、もともと600ガルのとこ

ろを800ガルにするかどうかを検討しているという報道がありました。そういう意味では、

松江市長にぜひ頑張っていただく必要があるのではないかと思っております。

ただ、こうした安全対策のための投資をすればするほど、あるいは待てば待つほど、経済

性が失われていくというのが原発の大きな特徴ですので、非常に大きな矛盾が出てくるだろ

うと思います。

長期エネルギー需給見通しと原子力発電をめぐって

さて、エネルギー政策に戻ります。自公政権のもとでエネルギー基本計画、長期エネルギ

ー需給見通しというのがつくられています。原子力がどういう扱いになったかといいますと、
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原発依存度を縮小すると言っていましたので、非常に大きな注目を浴びました。発電量にし

める原子力の比率は、2030年に20〜22％にすると決められました。今どき何％にするという

ことをいう政策はあまりないのですけれども、エネルギー政策だけは計画があります。ここ

だけ、いわば社会主義のような状態です。社会主義といいますか、計画経済ですね。政策分

野でほかはなかなかないでしょう。

例えば、どこかの産業について数値目標を政府が立てたとしても、生産量は私企業が決定

しますから意味が無いわけです。日本は、産業は民間がやっているわけで、目標なんかでき

るはずがないのですが、エネルギー政策だけはやるんです。エネルギー政策は、そういうと

ころがあります。

 原子力に対して、再生可能エネルギーは22〜24％ということになっています。これは、原

子力よりも再生可能エネルギーのほうを多くしておかないといけないということもあったの

かもしれません。

原子力の目標について、これは一体どういう意味があるのか考えてみましょう。もともと

原子力というのは震災前に最高で3割ぐらいの電気を供給していました。過去は確かに重要

な電源だったのですが、政府の目標が達成可能なものでしょうか。

原発は40年で廃止するのが原則と申し上げましたけれども、もし40年で廃止した場合、ど

れぐらいの原発が残るのかということを考えなければいけません。島根3号も動かしたくな

いという人も沢山いらっしゃるので、ここでは言いづらいのですが、もし今ある全ての原発

42基を40年廃炉にした場合、目いっぱいどれぐらいの電気がつくれるかのというと、発電量

の11％しかありません。わかりますか。今ある原発を全部再稼働させて、40年で廃炉にして

いくということにすると、電力需要の11％分しか発電できません。もし仮に、島根3号など

を動かしたとしても13％です。計画内に示された20％から22％って一体何なんだろうかとい

うことになるわけですが、これには20年間寿命を延期することを含んでいると考えて良いで

しょう。自公政権がつくったエネルギーミックスというのは、ほとんどの原発を、寿命40年

のところを20年延期して全部動かすということを意味していますから、縮小というふうには

私は評価できません。むしろ、今ある原発をさらに、無理にでもギリギリまで寿命を延ばし

て使うということです。そのため、政府の目標の実現は相当に困難であろうと私は思ってい

ます。

電気事業者が原発の再稼働申請をしていますが、それは今一番、ある意味自信のある原発

です。自信のある原発で、何とかこれは動かしたい、これだけは動かしたいというものが出

ています。それをこれから老朽化した原発も含めて全部動かすなどというのはなかなか難し
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いです。

訴訟の動きもあります。福井の原発に関していえば、大飯の地裁判決、高浜の地裁の差し

とめ決定が出ています。そういう意味で、政府の計画の達成は、相当に困難、ほとんど不可

能であると言わざるを得ません。原子力というのはエネルギー政策の見直しの中心になって

いましたけれども、なかなかうまくはいかないであろうというふうに思っています。

なぜ電力自由化か

政策上、大きく変わるきっかけとなるのは電力自由化です。日本では、電力システム改革

と言われています、外国では、電力市場改革とも言われています。何故、電力自由化か。3.

11以前は発送電一貫と言いまして、例えば、中国電力が発電もし、送電もし、配電して各需

要家に電気を運び、売るという体制をとってきました。しかも中国電力の範囲に住んでいる

人たちは、中国電力からしか電気を買えないという地域独占でした。実は歴史がいろいろあ

りまして、大昔はそうではありませんでした。この電力供給体制の下で、原子力を中心とす

る大規模集中型電源こそが経済性があり、電力の安定供給に役立つと説明してきたわけです。

しかし、東日本大震災のときに何が起こったか。1つは、東京、東北地域を中心に電力不

足が起きました。送電線がつながっているのに電気を送れませんでした。震災で電力不足、

電力危機に陥りました。そこで、送電線の管理、系統運用が本当にうまくいっているのだろ

うか。送電線の管理は、各電力会社の中でだけ行われていて、本当の意味で全国的に運用さ

れていないのではないかという疑問が出たわけです。

2つめは、経済性です。福島原発事故を経て、東京電力の賠償する能力をみるために、東

京電力に関する経営財務委員会が政府につくられました。こうした委員会がつくられるのは

初めてのことです。電力会社の経営を調査する委員会をつくったわけです。そうして中身を

あけてみたら、東京電力では過剰投資が行われていて、なおかつ無駄なこと、例えば高級マ

ンションが社宅になっているとか、給料がすごく高いとか、いろいろありましたけれど、非

常に非効率な経営がされているということがわかりました。そこで経済性にも疑問視される

ようになりました。こうして、安定性と経済性が今の体制ではなかったのではないかとなり、

電力自由化が方針化されました。

今は完全ではありませんが、いずれ、発送電分離、つまり電力会社から送電部門を切り離

し、送電部門だけは地域独占にして、あとは競争という体制になります。そうしますと、発

電部門は、発電事業者が競争する、小売も小売で競争する、ということになります。つまり

発送電分離によって競争が促進されます。
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さらには、電気料金も今まで規制されていた料金から自由化料金というのに変わります。

これは電力会社にとっては大きな変化です。今までほとんど競争したことがないからです。

電気料金では、総括原価方式といい、審査はあるにせよ、全ての費用を電気料金の原価にす

るという仕組みがありました。原子力には競争がなく、かつ必要なお金が全部入ってくる、

利益も含めて入ってくるという仕組みです。

これが大きく変わるというので、原子力は大きな危機を迎えます。もう皆さんも御存じの

ように、日本では「ご当地電力」とよばれる地域発の電力会社が生まれてきています。こう

した動きはドイツが20年近く先を行っています。例えば、ドイツでは、グリーンピースエナ

ジーといってもともとNGOが関連してつくったような電力会社もあります。ホームページを

見たらわかりますように、緑色になっているところが、恐らく再生可能エネルギーを意味し

ているのでしょう。風力とか太陽光のような再生可能エネルギーだけをつかい原子力をつか

わないという電力会社が生まれるなどしています。ドイツが20年先をいっているということ

でありますけれども、これからは日本でもこういうような動きが加速していくと思います。

日本での課題はさまざまありますが、電源表示などもその例です。ドイツでは、電源はも

ちろん、電気からのCO2排出量や放射性廃棄物発生量もわかります。あなたはこれこの電気

で1カ月何グラム放射線廃棄物を出しましたというのがわかるわけです。日本でも、電力自

由化のもとでさまざまな創意工夫がされていくでしょう。

電力自由化と原子力発電

これから日本の電力自由化が適切に進むうえで重大な論点が2つあります。1つは、競争に

公正性、中立性が保たれているかということです。特定の会社だけ凄く補助金が与えられて、

他の会社は全然もらってないということになると、もらっている会社は当然有利になります。

もう1つは、先ほど説明しました送配電、送電線の利用が中立的かどうかです。例えば原子

力だけ優遇されていて、再生可能エネルギーはほとんどつなげてもくれないし、電気も流し

てもくれないということになると、非常に不利になります。競争上、中立性があるか、公正

性があるか、系統運用上、公正性、中立性が保たれているかということなんです。

やはり注目されるのは原子力です。既存の原発について、短期的になぜ再稼働しようとす

るのかというと、理由は簡単で、燃料費が安いからです。燃料費は確かに安いのですが、燃

料費だけです。事故が起こったら高いに決まっていますが、原発依存経営をしてきた電力会

社は、とにかく原発を動かさないとうまくいかないという体質になっています。幸いなこと

に、中国電力はそうではありません。原子力依存度が非常に低いところです。だから、中国
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電力は震災後、電気料金の値上げ申請は行っていません。原子力に過度に依存していないの

で、電気料金を上げなくて済んでいます。

原子力によって足を引っ張られたのは関西電力、九州電力などです。電力供給の半分くら

いが原子力であったため、経営が不安定です。そのため一番再稼働に向け頑張っています。

九州電力は凄く頑張っていますし、関西電力ももちろん頑張っています。ただし、中長期的

には、原発のリスクは非常に高いと思います。1つは、安定して運転できるかわかりません。

先ほど説明したように、地震もありますし、訴訟もあります。2つめは、放射性廃棄物をど

こで処分するのか、廃炉をどうするのかというリスクです。これとも関連しますが、放射性

廃棄物の問題もあります。使用済み核燃料を再処理して、プルトニウムを取り出すことがで

きるかどうか。そうしないほうがいいのですが、再処理しないと、使用済み核燃料が原発に

たまってしまいます。そこがいっぱいになると動かすことができなくなります。そこで、と

にもかくにも再処理という名目で青森県へ持っていきたいというのが電力会社側にあります。

しかし、ここにも再処理工場が動かないリスクがあります。

さらに、事故が起こるリスクも当然あります。福島原発事故以降は電力会社も絶対に事故

が起きないとは言わなくなってしまいました。起きるかもしれないよ、と言っています。も

ちろん、全力でそんなことがないようにしますとは言っていますけども、起きないとは絶対

に言いません。重大事故のリスクが残るということです。そういう意味では中長期的には非

常にリスクが高いということです。

原子力延命策の登場

経済性に関連しますが、新規に原発を建てるのは、本当に安いのだろうかということが問

題になっています。電力自由化の中で原発は安いというふうにいわれていますし、長期的に

も安いという報告書を政府は出しています。もし本当に原発が安いのであれば、特別な政策

をとらず放置しておいて十分なはずです。競争力があるんだから。でも、実際には何をやっ

ているかというと、原子力延命策を講じつつあります。なぜか。電気料金が総括原価方式に

基づくものでなくなるため、安定した経営が難しくなるからです。はっきり政府の資料の中

でも書かれていますけども、原子力発電は、競争環境に置かれると事業が難しくなります。

本当は事業が難しくなったらやめたらいいんです。それは電力自由化のもたらす効果です。

しかし、政府は、原発は保護するという方向でいます。すなわち自由化する、しかし原発は

自由化から外す。原子力以外の電源や電力会社は競争、原発は保護というふうになっていま

す。
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こうした動きのことを、政府は事業環境整備と名づけています。原子力事業環境整備です。

簡単にいうと、これは原発のリスクとコストを国民へ転嫁するということです。先ほど言い

ました再処理事業を半永久化し、さらには新設を可能とする制度を構築するということにな

ります。こうした一連の動きを、私は原子力延命策と言っていますが、九州大学の科学史の

先生である吉岡先生は原子力介護政策、重介護だとおっしゃっています。

エネルギー基本計画にこんなことが書かれています。国は、電力システム改革によって競

争が進展した環境下においても、原子力事業者がさまざまな課題に対応できるよう、海外の

事例も参考にしつつ事業環境のあり方について検討を行うというのです。「検討」というの

は実行することが含まれています。検討したら、政策をつくるわけです。2つめは、原子力

損害賠償制度の見直しについて、総合的に検討するとしています。つまり、2本立てです。

廃炉をめぐる延命策

どういうものかご紹介いたします。これからは廃炉が進んでいきます。原発廃炉で電力会

社は何が嫌なのかというと、損になるのが嫌なのです。電力会社にとっては原子力発電設備

とか核燃料は資産です。廃止を決定したとともに、一挙に損失になり、価値がゼロになって

しまいます。これまでは電力会社は自分の発電施設を使わなくなり、資産価値がゼロになっ

ても自分が引き受けてきました。しかし、それが何とかならないかということを電力会社が

言い出して、政府は電気料金制度の変更をしてしまいました。損失が皆さんの電気料金から

回収できるようになったのです。これが、いわゆる廃炉会計・電気料金制度の改定です。細

かくはここを後で見ていただければわかりますが、原子力発電設備がなくなったとき損失と

ならないよう、電気料金で回収できるようにしたということです。簡単に言えば、従来、電

力会社の損失となっていたものを、電気料金を通じて国民負担とするということです。

問題は、電力自由化のもとで、原子力事業を続けられるのかということです。政府の文書

を読むと、こんなことが書いてあります。ただ、一般の人にはわかりにくい言い方で書いて

あります。つまり、電力自由化に伴って競争が進展する中でも費用回収が着実に行われる制

度としなければならない、と。その結果、何をするかというと、総括原価方式の料金制度が

残る送配電部門の料金の仕組みを利用し、費用を回収する。要は送配電料金の中に原子力の

廃炉費用を入れるということです。

送配電部門に、別の部門の費用をいれることになります。これは異常です。再生可能エネ

ルギー、自然エネルギーを使っている事業者も、送配電料金を払います。その送配電料金の

中に原発の廃炉料金が入ってしまう。本当はあり得ないことです。特定事業者の特定の原発
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の廃炉費用を、どうして他の全

く関係ない事業者が払うのでし

ょうか。これでは、中立性がな

くなってしまいます。

再処理をめぐる延命策

原子力延命策の2つめは再処

理に関するものです。再処理に

関しては、日本原燃という電力

会社が共同でつくった会社が六

ヶ所村でプロトニウムを抽出す

る作業を行う予定です。しかし、六ヶ所村再処理工場というのはいつまでたっても動いてい

ません。すでに20回以上、運転開始時期を延期しています。ですが、日本原燃は民間企業で

すから、再処理が始まらないとお金が得られません。

そこで、電力会社は、日本原燃が金融機関からお金を借りるときに債務保証をしています。

さらに、再処理をしていないのに、それでは日本原燃が困るので、再処理料金を前払いして

いたのです。再処理をしてもらってもないのに、何兆円もお金を払っています。これは、電

気料金から再処理費用を回収しているからできることです。また、増資する場合は、それを

引き受けています。

こうしたこれまでの電力会社の経営はできなくなっているんです。競争が激しくなるわけ

ですから、こんなお金、払い続けていられないわけです。これを何とかしようという再処理

等拠出金法が国会で成立しました。

どうしてこんなものをつくったかというと、電力自由化が進むと電力会社の経営が悪化す

る可能性がでるからです。要するに原発を持っている電力会社の経営がそんなに安定しなく

なります。そうなると、再処理のお金が集まらなくなり、再処理できなくなっちゃうじゃな

いかということです。要するに、原子力事業者がいなくなってしまう可能性があり、お金が

集まらなくなり、再処理ができなくなる可能性がある。そこで、拠出金としてあらかじめ徴

収してしまうことを法律で決めました。これは本末転倒です。原子力事業者がいなくなって

しまう可能性があるのに、何のためにプルトニウムをとるのでしょうか。意味がわからない

でしょう。

さらには、再処理事業の実施体制を強化するために、使用済核燃料再処理機構というのを
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設立して、ここが再処理事業の責任を負うことになりました。こうして資金面と体制面で再

処理を確実なものにする。繰り返しますが、電力自由化の下で各原子力事業者の経営が危な

いというのに、何のために再処理をするのでしょうか。誰が使うのかというようなことは一

切考えずに、とにかくプルトニウムをとりだすというのです。

再処理には多額のお金がかかります。核燃料全部を再処理することが日本の原子力政策の

前提ですけれども、再処理事業全体でいうと、使用済核燃料の半分を再処理するために19兆

円ぐらいかかります。全量ですと、その倍近い額になります。その費用を、全部、電力を使

っていた人たちから徴収しようというわけです。とにかくお金の面で確実にさせて、絶対に

再処理はするという意思を示しました。ここでも、原子力事業に国が大きく関与して、日本

原燃を救済し、さらには再処理事業とそれを支えてきた電力事業者、原子力事業者のリスク

を軽減しようというのです。

では、再処理事業が成り立たなくなるのはなぜか。根本的には、再処理に経済性がないか

らです。経済性があれば、放っておけばいいのです。普通だったら経済性がない事業はやら

ないというのが民間です。だけれど、経済性がないので国が支えなければならなくなります。

結局のところ、国が原子力事業者のリスクを軽減し、原子力を保護することになります。

原子力損害賠償をめぐる延命策

3つめですが、損害賠償の有限責任化が今考えられています。今の原子力損害賠償という

のは無限責任で、これは当たり前の話です。どんな損害賠償も無限です。自動車保険をかけ、

乗っていて、私は500万円までしか損害賠償しませんと言ったら、そんなものは絶対に通じ

ないですね。必ず無限、損害は全て補償することになるのですけれども、これを有限責任化

しようということです。何故かというと、事業者が払い切れないからです。本来なら、払い

切れなければその事業は経済性がないのでするべきではありません。払い切れないから損害

賠償を軽減するというのは、よくわからない論理ですけれど、それを超えたらどうするのか

となると、国という話になれば、当然国民のお金から出ることになるわけです。

では、今一体いくらぐらい福島原発事故で被害が出ているのでしょうか。賠償とか原状回

復、除染とか、全部合わせると13兆7,000億円ぐらいです。これは政府がこのような表をつ

くるわけはありませんで、私がつくりました。これはどれぐらいの費用規模なのかという話

ですけれども、13兆ってよくわかりませんね。わかるはずがないですが、公害、被害も一番

深刻な公害被害もたらした水俣病で、あのときに責任があるチッソがいくらぐらい払ったか

というと、2,500億円ぐらいです。比べると、桁が2つ違う。これからもっと増えます。まだ
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どんどん増えていますから。私がチェックするたびに増えているので、恐らく20兆円近くま

で行くのではないでしょうか。そういう意味では未曽有の被害をもたらしています。これは

他人事ではありません。例えば、もし事故が起きたら、私は起きないと思っていますけれど

も、中国電力の原発で事故が起きたら、皆さん自身の問題にもなります。

誰が原子力損害賠償の責任を持つのか

一体どれぐらいの被害があるかも大事ですが、一体誰が払っているのかということも問題

です。東京電力は事故収束作業と賠償をしてますね。ホームページで見ると、皆さんのため

に頑張っていますと書いてあります。福島を忘れないと。でも、実際13兆円の費用が出てい

て超長期の取り組みです。東京電力の経営からすると、もう自力では払えません。本来であ

れば経営破綻して、潰れています。

日本の原子力損害賠償制度というのは、賠償責任がある東京電力が賠償支払いを行い、無

過失で賠償することになっています。原発事故にかかわる保険の限度額は1,200億円です。

これを越える額についてどうするかということは決まっていませんでした。でも損害賠償だ

けで6兆円超えています。到底足りないので、事故直後に菅内閣のもとでつくられた閣議決

定において、新しく機構をつくるということになりました。

この閣議決定では次のように書かれています。機構は、原子力損害賠償のために資金が必

要な原子力事業者、東京電力に対して援助を行う。援助とは、資金の交付、資本充実等です。

例えば児童手当を交付とかいうでしょう、あれと同じです。援助には上限を設けず、必要が

あれば何度でも援助し、損害賠償、設備投資等のために必要とする金額の全てを援助できる

ようにし、原子力事業者を債務超過にさせないと書いてあります。私が書いたのではなく、

政府が書いたんです。ここでポイントは、援助は貸し付けではないということです。繰り返

し、何度でも、お金をあげますという制度です。

実際にどのようなことになっているのか述べましょう。まず、損害賠償するのは東京電力

と決まっているので、東京電力は被害者に対して損害賠償をしていくのですが、お金があり

ません。そこで、原子力損害賠償支援機構というのをつくって、資金援助をしていく、交付

していく、つまり、あげるんです。次に、原子力損害賠償支援機構もお金がありませんから、

政府は交付国債を発行してお金を渡しています。もともとは金融機関からお金を借りるとい

う構図です。利息は国民が払います。元本はというと、東京電力以外の原子力事業者が一般

負担金という形で払い、東京電力も特別負担金と一般負担金で払うという形をとっています。

これは負担金であり、返すというものではありません。その原資は一体どこから来ているか
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というと、電気料金です。電気料金に転嫁してよいということになっています。

ただし、中国電力は転嫁していません。珍しいです。中国電力に加えて北陸電力もそうで

すが、それ以外の電力会社は国民に一般負担金支払い額を転嫁しています。簡単に言えば、

東京電力が損害賠償支援機構から全ての損害賠償のお金をもらっています。だから東京電力

は、特別負担金支払い以外は払っていません。

ほかにもいろいろな負担があります。損害賠償のほかにも損害賠償対応費用、除染、さま

ざまありますけれども、電気料を通じて国民に負担させています。中間貯蔵施設は国費の投

入です。全体とすれば、7割、8割ぐらい東京電力は払わずに、国民が支払っています。こう

いう構造があるので、電力会社にとって原発は安いのです。ですから、再稼働しようとしま

す。もしこれのお金の全てを電力会社が自前で払わなければならないとなったら、絶対東京

電力は当然潰れると思いますし、ほかの電力会社も、そんなにやすやすと原発を動かす判断

をするとは思えません。少なくとも株主レベルで相当非難があります。したがって、こうい

う仕組みをつくってしまったというところが大問題です。

では、事故費用の規模はどのような意味があるのでしょうか。事故収束に関し、東京電力

は2兆円を何とか用意しています。発電規模でみると東京電力は日本で最大規模の電力会社

です。中国電力はその5分の1ぐらいです。東京電力ですらもう事故収束もままならないぐら

いに大変なことになっています。中小の電力会社は恐らく金銭面で相当厳しいことになるで

しょう。事故収束すらできない可能性があります。いくら技術があったとしても、金銭面で

すごく難しくなる可能性があります。

ここで、中国電力に関していうと、幸いなことに原子力比率が非常に低いです。そのため、

中国電力は、震災後も電気料金の値上げ申請を行っていません。そういう点では、原子力を

あまり持っていなかったことは幸いです。

原発のコストを考える

原発の発電コストについて話を進めましょう。原発は、自公政権の下では最も安いという

ことになっています。例えば、原子力発電所のコストに比べて、再生可能エネルギーなどは

非常に高いというグラフを示しています。

私自身、民主党政権のときにコスト等検証委員会の委員をしていたことがありました。自

公政権のもとでは、私は委員ではありませんので、独立してお話しできますね。グラフにみ

るように、原発はとても安くみえます。何でこんなに安いのかというところが問題です。本

来的にはもっと高いだろうなと私は直観的に思うわけです。
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何が問題かというと、建設費です。過小評価していると思われます。ここで、建設費の単

価はキロワット当たり37万円とされています。これは福島原発事故以前に建設された原発の

ものを参考にして与えられた数字です。しかし世界でいうと、例えばイギリスで新しくつく

ろうとしている原発、これは島根原発と違って、非常に安全性が高くコアキャッチャーなど、

もしメルトダウンしても、それを受けとめる装置があって、安全性が高められています。日

本はそんなものをつけている原発は1基もありません。

安全性を高めることはいくらでもできます。しかし、そうすると価格が上がるんです。経

済性と安全性は常に二律背反の関係にあります。安全性を高めると経済性がなくなるんです。

例えば、イギリスで新設される原発の建設単価は132万円です。もしイギリス並みだと仮定

したら幾らになるかというと、発電コストは17円になります。そうすると、LNGや石炭より

高いですし、地熱とか水力、もう少しすると風力よりも高くなってしまうくらいのものにな

ります。

イギリスは議論としては筋が通っていて、原発は高いので補助は必要だと言っています。

だから補助しようとしています。日本の場合、原発は安い、でも補助は必要だといっていま

す。筋が通らない。原子力は経済性が非常に高いとずっと言っていますけれども、他方でさ

まざまな延命策を講じています。そういう意味では矛盾が大きいというふうにいうことがで

きます。

系統運用の中立性と原子力発電

次に、電力自由化にあたって重要な、系統運用上の公正性、中立性は保たれているかとい

う話をさせていただきます。系統運用上でこんな扱いがされています。電力需要は、夜中一

番低くて、昼間になると増えて、また下がるというように、毎日上がり下がりしています。

よく言われることですが、原子力の一番先、石炭、一般水力、地熱が一番下の部分を供給、

つまりベースロード電源になって、他は天然ガスなどがミドルやピーク電源となる。太陽光

や風力はこんなに薄い部分を供給すると。この図は、私がかいたのではなくて、政府の審議

会で示されたものです。この図では、原子力は一番大事ですという考え方と、この僅かな部

分だけが再生可能エネルギーになるという考え方が示されています。これが電力供給のあり

方として日本では信じられています。原発最優先の図式です。

他国に目をむけると、このような電力供給はされないようになってきています。例えばド

イツでは一体どうなっているのかみましょう。ドイツの8月の電力供給のグラフをみると、

一番下にきているのはバイオマス、2番目は水力がきています。この部分の一番変化が激し
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いのが風力です。昼間あるこの部分の電力は何かというと、これは太陽光です。再生可能エ

ネルギーが多いときは、再エネだけで需要を超える場合もあります。そして、需要と再エネ

の間の部分を、再エネ以外で埋めるというやり方をとっています。日本とは正反対です。

日本の場合は原子力を最優先に持ってきて、その残りの部分を再エネで供給するとしてい

ますが、ドイツは逆で、再エネが先にきていて、残りの部分は別の電源で供給するというや

り方をとっています。つまり、簡単に言えば、日本では、系統運用上も原子力が最優先され

ているということです。

地域主導型のエネルギー利用への転換

将来、原子力はどうなるのでしょうか。原子力の将来見通しですが、運転年数 40 年間で

廃炉するならば、このように変わっていく訳です。この部分は廃炉部分です。これを埋め合

わせることは、恐らく難しい状況だと思います。資金的にも厳しいです。一挙に多額の投資

資金が要るからです。それと、立地も非常に困難だということがあります。これからは、世

界的な流れからも、原子力などの大規模集中型電源から、分散型エネルギーを主要な構成要

素とするものへと変わっていくだろうと思います。

実際、ドイツでも、大規模電源を持っている電力会社は経営危機に陥っています。再エネ

がたくさん入ってくると、大規模電源を持っているところは経営が難しくなります。システ

ム全体も集中管理型から開放型に、市場を中心としたものに変わっています。地域的にみる

と、地域主導でエネルギーをつくるという時代に変わってきています。

そうなると、山陰地域のような地域も変わってくるだろうと思います。関与する主体も、

市民、地域企業、自治体などが主要な役割を果たすようになり、国や独占企業は後景に追い

やられていくはずです。原子力に延命策が講じられていなければ自然にそうなると思います。

政策主体は国だけではなくて、地方自治体が大きく絡むような社会になると思います。そ

れと、事業のあり方も、独占・計画中心から、競争・市場のような自律性を重視するような

ものになっていくでしょう。消費者の役割も大きく変わります。このようなことは、実際に

ドイツでも始まっています。単なる消費者、コンシューマーから、プロダクションをするプ

ロシューマーになっていきます。再生可能エネルギーを使い生産し、かつ消費もする。その

ようになる可能性があります。もちろん、環境面でも、低炭素社会に移行していく必要があ

ります。今世紀末までにはCO2排出をゼロにしないとならないという方向性が、パリ協定で

示されています。

今日は、原子力を中心に見ていきました。原子力は、大規模集中型の電源として象徴的な
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ものでした。今、国が講じている原子力延命策を、これから強化して原子力を維持していく

のか、そうでなく、地域分散型エネルギーを軸とするエネルギー供給に変わるのかが問われ

ているのではないでしょうか。

原子力発電は、電力自由化のもとでは事業継続が困難です。だからこそ、原子力の延命策

が講じられつつあるのです。これは再エネの利用推進と矛盾します。このような流れを変え、

地域主導型のエネルギー利用へと進んでいく必要があるのではないかと、私は思っています。

以上をもって、終わりにしたいと思います。どうもありがとうございました。

○田中

大島先生、どうもありがとうございました。(拍手)

私たちは、ニュースなどを通じて、何となく理解しているつもりでいましたが、その奥に

あるところ、本質的な部分がはっきり見えてきたと感じられるご報告であったと思います。

それから、私たち自身もまた地域に暮らす人間として主体的に考えなければいけないという

メッセージも最後のところで発していただいたと思います。大島先生に改めまして拍手をお

願いいたします。どうもありがとうございました。(拍手)

引き続きまして、今回、こちらのブックレットを執筆いたしました研究者が、各章をポイ

ントの部分をリレー方式で説明いたします。
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ブックレットの概要について

上園 昌武(島根大学法文学部 教授)

○上園昌武(島根大学法文学部教授)

今、紹介していただきましたブックレットは、島根大学法文学部の教員が中心に書かれた

ものです。私からはその中身を端的に紹介します。

最初に島根原発の概要について説明します。先ほどの大島先生のお話でもあったように、

原子力のほか、全国にはさまざまな発電施設があります。この図は、都道府県内で消費して

いる電力の需要量と供給量との差を見たものです。色が塗られている都道府県は電力の供給

量が超過しており、不足している都道府県は網かけになっています。どこで供給が超過して

いるかというと、原発事故の前の 2010 年の時点で、福島県と新潟県、さらには福井県とい

う 3大原子力の発電集積地が大きく電力を供給しています。この中国地方では島根県と山口

県が供給超過しています。逆に、広島と岡山、鳥取は需要が超過しています。このように、

全国の自治体、地域の電力のバランスをみると、どのような電源があるかによってプラスや

マイナスになるのかがよくわかります。島根県については、島根原発は現状で 2 基、2 号機

まで動いていて、そのうち1号機については昨年の 4月 30日をもって廃止になりました。2

号機については、今停止をしていますが、再稼働の申請をしているところで審査結果待ちで

す。3号機については、建設中でまだ稼働していません。

島根原発は 3 基ありますが、実際には 2 号機だけが稼働扱いです。それでは島根原発は 1

年間にどれくらい発電できるのかをみてみます。2号機を 70％の設備利用率として計算する

と、1 年間に約 50 億 kWh の発電量が可能です。それと、県西部にある三隅石炭火力発電所

があります。100 万 kW の大きな発電所で、70％の設備利用率とすると、2 カ所で 112 億 kWh

の発電量が可能になります。この 2 つの発電機が動くと、島根県内電力需要量が 2012 度で

57億 kWh なので、2倍ぐらいの超過の発電量となります。

他にも県内には発電所があり、水力、風力、太陽光などの施設があります。設備利用率を

前提条件に置いて計算していくと、県内全体の発電可能量として 122 億 kWhになります。そ

うすると、先ほどの島根原発の 2号機と三隅の火力の1号機が突出して多く、この 2カ所で

県内の発電可能量の 9割強を占めます。私の報告では島根県内の電力の状況について説明し

ましたが、このようなエネルギーの現状を今後どうしていくべきなのかについて考えていき

たいと思っています。

次の報告者です。片岡先生に話を移したいと思います。
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ショート報告(1)「地域住民は島根原発をどのように捉えているか」

片岡 佳美(島根大学法文学部 教授)

○片岡佳美(島根大学法文学部 教授)

私は島根大学で社会学の教員をしておりまして、人々にとっ

ての原発というものがどういうものなのかというのに関心を持

ち、意識調査を行った結果を本のほうでまとめさせていただい

ております。

かつて原発が、寂れた地域の生き残りとか活性化のための支

援として強調されてきたところがありますが、そのような地域

に住んでいない人にとっては、彼らにとってプラスになるので

あればそれでも良いというふうな感じで、割とそんなに問題にしてこなかったところがある

と思います。でも、原発の事故を受けて、全体の世論としては原発立地地域ではないところ

も含めて、あるいはむしろそういうところにおいて原発が危険だという認識が深くなってき

ていることがいろいろな世論調査の結果からも伺えるところです。

では、原発立地地域の人々においてはどうなのか。それを調べるために、今回、島根県の

松江市鹿島町及びその隣の島根町の住民の方々を対象に質問紙調査を行いました。比較対象

として、その他の松江市に居住をする住民の方々にも同時に同じ質問紙を用いて調査を行い

ました。それぞれ対象者を無作為抽出方法で選出しておりました。調査は郵送で行いました。

原発から近いか遠いかということが意識に影響を与えているのではないか、つまり原発反

対、賛成というのは原発の近さ、原発からの近さに関係しているのではないかというふうに

想定されていますが、今回の調査でわかったのは、意識に影響を与えているのは原発からの

距離というよりも、原発から得ている利益の有無についての認識であるということがわかり

ました。この調査の質問紙で、島根原発が存在していることは自分や家族の仕事にとって利

益になると思うかどうか尋ねた項目があります。利益になると思う割合を利益肯定、利益に

なると思わない場合が利益否定、どちらともいえない場合を中間というふうにその回答者を

グループ分けし、グループ間で原発に対する意識を比較してみました。原発に対する意識、

例えばここにありますように、原発についてはいろいろな意見があります。「それでも日本

には原発が必要である」など、いろいろな考え方についての賛否を尋ねています。それぞれ、

「非常にそう思う」から「全くそう思わない」までの 5段階の選択肢で尋ねました。「非常

にそう思う」を 5点、「そう思う」を 4点、「どちらともいえない」を 3点、「あまりそう
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思わない」を 2点、「全くそう思わない」を 1点として、要するに肯定のあるほど点数が高

いようにして、各グループの平均を比較してみました。この図に見ますように、「鹿島町・

島根町」、そして「それ以外の松江市」との間で、つまり 2つの地域の間では、意識にはほ

とんど差が見られません。むしろ利益の有無の認知について、そこで意識の違いが出てきて

いるということです。

次に、「今後も原発の利用を推進すべきだ」という意識についても、地域の違い、つまり

原発からの距離の近さという問題というよりは、利益の有無の認知が影響しているというこ

とが伺えます。「原発があることの迷惑料としての交付金で松江市民の暮らしがよくなって

いる」という意識についても同様です。

ただ、「原発事故が起こるまで原発について考えたことがなかった」という意識について

は、利益の有無だけではなくて、地域、つまり原発からの近さによる影響も伺えます。鹿

島・島根では、利益肯定の人ほど、事故が起こるまで原発を考えたことがなかったと言って

います。その他の松江市では、反対に利益否定の人ほど、事故が起こるまで原発を考えたこ

とがなかったと言っています。ちなみに、今回私たちが発行したブックレットでは、あるい

はそのもととなった論文のほうでは、今、私が申し上げた説明を間違って、逆にして書いて

しまっていて、それを訂正しなくてはいけないなと思います。この場をかりておわびして訂

正させてください。読まれた方から御指摘を受けました。ありがとうございます。話をもと

に戻しまして、鹿島・島根で原発の利益を受けていないという人たち、要するに立地地域の

人たちで利益を受けていないと認知する人たちは、事故前から原発について問題意識を持っ

ておられていたということが伺えます。立地地域でない人たちにとっては、原発事故が起こ

ることによって初めて問題視したということが伺えます。一方、原発周辺の鹿島・島根の

方々で、かつ原発の利益を受けていると認識している人達は、これは事故前、原発について

そんなに考えることもなく利益を受けていたというふうな認識があるのかもしれません。と

ころが事故が起きて、彼らも考え直すようになり、そのようなことがこういったグラフから

考えられます。

では、立地地域で自分や身内が原発の利益を得ていると認識している人は原発に反対して

いるのか、問題意識を持つようになったから、じゃあ反対なのかというと、さきに見たとお

り反対していないわけです。再稼働するのがよいというふうに言っています。それはどうし

てなのか。事故を見て、原発の危険性を問題視するようになったのに、なぜ原発再稼働に反

対とならないのかということです。これは少し謎めいていて、重要なポイントだと思います

が、ここに興味深いグラフがあります。「何を言っても社会は変わらないという絶望感があ
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るか」と問うた結果です。原発

による利益を否定する人達は、

どちらの地域でもそういった絶

望感があります。それは分かる

ような気がします。注目したい

のはむしろ、鹿島・島根の人た

ちで原発の利益を得ている、肯

定する人達のほうです。彼らに

はすごく絶望感があるというこ

とが伺えます。彼らは事故を見

て原発の危険性を問題視するよ

うになったけれども、原発再稼働には反対というふうにはなりません。その理由の背景には

このような絶望感があるのではないかと思います。過疎化が進み、経済的な資源も乏しい地

域では、原発は嫌だけれど仕方がない、ほかに選択肢がないといったような諦めみたいなも

のが、こういった調査から伺えたのではないかというふうに考えております。

私のほうからは以上です。
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ショート報告(2)「島根原発と地域経済/地方自治/地方財政」

関 耕平(島根大学法文学部 准教授)

○関耕平(島根大学法文学部 准教授)

法文学部の関と申します。このブックレットの中で私は、地域

経済/地方財政/地方自治をテーマで執筆させていただきました。

原発と地域経済

まず、原発と地域経済の関係をどう考えたらよいのかという点

です。地域経済の観点から原発というものを捉えた場合、一旦大

きな装置が建設され、設置されたならば、実は雇用や経済波及効果というのはさほど大きく

ないといえ、直接に地域に恩恵をもたらすことないまま、その大きな装置(原発)がぐるぐる

回り続け、ひたすら電気をつくり続けている、そんなイメージでとらえるべきだと思います。

つまり、原発の建設時期と、あとは原発を止めている定期点検の時期に限ってたくさんの雇

用が生まれるわけです。この時期にだけ大きな経済効果が生まれるというのが、原発による

地元経済への効果としてイメージすべきだと思います。

地域経済に実際にどういう影響や効果があるのかについては未解明の部分もあるのですが、

小規模な自治体や地域にとってみれば大きいように思われる原発の立地による経済効果も、

本当の意味で、たとえば雇用の効果等々で貢献しているといえるのかについては疑問があり

ます。さらにいえば、その効果はあったとしても、一時的であると考えてよいと思います。

今お示ししているPPTでは、定期検査のとき、地元に受注・発注するのはどのくらいの金

額かが描かれています。この資料を見てもやはり、原発は、いったん原子炉(装置)が建設・

設置されてしまえば、その巨大な装置がぐるぐる回り続け、地域経済に直接的な経済効果は

さほど見られない、大ざっぱに捉えるならば、そういう言い方ができるのではないかと思い

ます。

原発立地と地方財政

こうした限定的な地域経済の効果を少しでも補おうというのが、地方財政制度、つまり、

財政的な交付金ということになります。皆さんのお手元に資料がございますが、これは原発

が立地する際にどういうタイミングでどういう交付金が出るかをグラフに示したものです。

この交付金のタイミングに着目してみると、大変すごいタイミングで支出されます。
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最初の時点、原発立地をめぐって地域が騒然としている時期、ボーリング調査等々やりな

がら、立地に向けた調査をしている時点で交付金の支給が始まります。そして、工事に着工

すると、これがさらに大幅に増額され、ものすごく多額の交付金が交付されます。原発が稼

働すると急減していることがわかります。原発稼働により固定資産税が自治体に入りますの

で、稼働後は急速に交付金が下がっていきます。

ただ、ここで終わりません。稼働から時間がたつと交付金が増加する場合があります。例

えばMOX燃料入れて、プルサーマル発電を行いますと、交付金は増額されます。このプルサ

ーマルというのは、石油ストーブにガソリンを入れるようなもので、大変危険だという方も

いらっしゃいます。

さらに注目していただきたいのは、稼働・運転開始から30年たって、だんだん老朽化して

いきます。電力会社は高経年化と表現して、老朽化とはいいませんが、老朽化してだんだん

危険性が高まると、交付金が上乗せされるのです。こういうタイミングで交付金が運用され

ているのです。さきほど原発は大変に高額な装置・機械であると表現しました。高額な装置

はできるだけ長く使って、もとを取ろうとする、それが民間会社(電力会社)のサガです。こ

うした経済的動機に見事に対応した交付金のタイミング、と言えるのではないでしょうか。

島根原発と地方財政

これを島根原発にそくして具体的に見ていきましょう。交付金が支給されるタイミングは

まさに2号機の建設をめぐって、地域が揺れ動く時期に大幅に増えているということがわか

ります。さらに3号機の建設も調査開始、もしくは工事着工開始の時期に大幅に国庫補助金、

つまり電源立地交付金が急増しているということがわかります。

さらにものすごい動きをしているのが寄附金です。ピーク時には7億円近く鹿島町財政に

入っています。このピーク時はチェルノブイリの事故があった年です。さらに2号機の建設、

もしくは3号機の建設をめぐって議論されていた時期に寄附金が伸びています。このような

形で、交付金や寄付金のタイミングをみると、かなり政治的な動機を読み取らざるを得ない

ということです。

次に固定資産税の動きを見ましょう。原発そのものがものすごく高価な装置・資産である

ことから、税率が数％の固定資産税であっても税収が大きくなりますので、立地によって大

幅に税収が増えていることがわかります。

ここで注目していただきたいのは二点あります。一つは、固定資産税が大幅に伸びている

のですが、それがそのままそっくり財政全体の収入の伸びにはなっていません。その理由は
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簡単です。つまり、その分、国からの交付金や補助金といった「仕送り」が減らされるから

です。つまり、固定資産税が大幅に増えているのですが、財政全体の収入増としては限定的

である。

第二に、5年たつと固定資産税収額がほぼ半額するということです。5年後には価値が半分

になるように帳簿上、固定資本(原発施設)を償却処理しますので、このような形で急激に税

収が落ちてきます。つまり、固定資産税で税収が大きく入ると言われますが、国からの地方

交付税交付金の減額もあるので、限定的であるということ、さらに5年間で半減という一時

的なものであること、この二点が大変重要なことのように思います。

交付金支給のタイミングをめぐって

さらにいえばこの原発立地にかかわる交付金や寄付金の支給のタイミングです。これは立

地誘導のためにあからさまなタイミングであるという点で、「買収」に近いと思います。た

だしここで私は、「買収」「賄賂」だと、寄附金や交付金のタイミングが道徳的によくない

ということを言いたいのではないのです。問題は、この支給のタイミングによって、地域自

身が原発立地をめぐって、しっかりと自律的な意思決定ができるような機会を奪ってしまっ

ているというところにあります。つまり、原発立地の可否に際して、または、老朽化した原

発リスクへの向き合い方について、地域自身の自律的な意思決定を阻むようなタイミングで

の支給になっています。これが大きな問題ではないかと思っています。もう一つは、固定資

産税で大幅な増収があると言いますが、それは限定的だということです。さらには一時的な

ものであることを強調したいと思います。

ブックレットの中で書いていますので、また手に取っていただきたいのですが、この中で

1970年前後の町議会の議事録を分析しています。この議事録のなかでは、本当に生々しいや

りとりがたくさん出てきます。議会での報告で、寄附金1億5,000万円ゲットしましたとでも

言わんばかりの町長の発言など、いろいろな発言が出てきます。先ほどの交付金の支給や寄

付金といった原発マネーの流れそのものが、道徳的に問題だというつもりはありません。し

かし、そのお金の流れによって、自治体や住民が自律的に地域の未来を見据えて考え、意思

決定をし、この原発問題に向き合えなくなっているのではないかと思います。例えば安全性

の問題が出てきたときにしっかりと判断できるのか、このお金の流れの中で判断できなくな

っているのではないか、この点は改善しなければならないと思っています。

鹿島町の場合は小規模な自治体でしたので、あれだけ大きなお金の流れによって財政が実

際に左右されましたし、翻弄されている部分もありました。次に検討すべきは松江市の場合



山陰研究（第 9号）2017.3

－27－

はどうかということです。鹿島町は合併して松江市になりました。結論から言いますと、松

江市においては交付金や固定資産税に大きく依存しているとはいえない、と私自身は思って

います。もちろん、これについては住民自身が自ら判断しなければいけないことだと思いま

すが、鹿島町時代から比べるならば、大きな影響を持っていない、考えなくてもよいと判断

できるのではないかと思います。

エネルギー政策に対する地域の自律的判断を

ブックレットの中でも書きましたが、原発による地域経済上の効果、財政上の効果につい

て、まだまだ全体像が未解明のままだと思います。今日この場でお話しした私の評価に対し

ても、市役所や県庁の立場からすれば反論があるかもしれません。そうした反論も含めて、

正確な情報をもとに一緒に議論し、見極めたいというのが、私がこのブックレットの中でも

っとも言いたかったメッセージです。つまり、原発の立地によって、何となく恩恵があるだ

ろう、という問題ではなく、それが市民全体に対してほんとうに恩恵があるのかといったこ

となど正確に見極めたうえで、その「恩恵」を含めて原発全体を地域住民がどう判断するの

か、原発にこの地域がどう向き合うのか、これがエネルギー政策をめぐる地方自治であり、

これを確立するためにもしっかりとした議論を重ねる、その前提となる情報(経済効果や財

政効果)について行政や電力会社、住民が共有しなければならないのだと思います。これに

向けたひとつのきっかけがこのブックレットだと思っています。ぜひ皆さんもお手にとって、

2冊買って友達に分けて一緒に考える、そんな機会を持っていただければと思います。
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ショート報告(3)「島根の木質バイオマス・エネルギーの可能性」

伊藤 勝久(島根大学生物資源科学部 教授)

○伊藤勝久(島根大学生物資源科学部 教授)

皆さん、こんにちは。私は第 4章を担当いたしました、生物

資源科学部の伊藤と申します。私は森林、林業についてやって

おりまして、木質バイオマスについて執筆を行いました。

まず、全体的な話なのですが、島根県の位置づけを見ていき

たいと思います。これはグラフを見て頂きたいと思いますが、

木質バイオマス利用で先進的なところというと、北欧、フィン

ランド、スウェーデンなどあります。その値には及びませんけれども、この縦軸、横軸、1

人当たりの森林面積と、県の森林率です。島根県というのは、北海道、岩手県、長野県と並

んで、森林資源の利用の可能性が高いところだと言えます。その森林資源及び林業について

は、この三角形を注目していただきたいのですが、三角形の横幅というのが量を指しており

ます。幅が広いほど量が多いのです。それから高さ方向は、上のほうほど価格が高いのです。

この赤い部分には製材用の良質の木材、それからその下には加工用の並材、さらに製紙用の

チップ材などが入りますけれども、その下のブルーの部分は、今はほとんど使われていませ

ん。これがエネルギー利用されることによって、森林の利用価値を最大化していくことを示

しています。そのためには、計画的な、そして持続可能な伐採と植林をやっていく必要があ

るということです。

さて、これらを前提にしながら木質バイオマス利用を検討していきます。主に 2点につい

てお話ししたいと思いますが、一つは生産コスト、燃料価格の点。もう一つは、どのように

利用のシフトを進めていくのかという点です。

まず、生産面ですが、いわゆる木質バイオマスには、一番上にありますように、①、②、③

という種類があります。今、課題になっているのは、この未利用間伐材等、まさに山に量は

たくさんあるのですけど、未利用の状態です。写真見ていただきますとわかりますように、

なぜ未利用かというのは、林業の保育上、間伐が必要ですが、山の奥で、近くまで道もつい

ていない、そういう場所で間伐をしても、木材市場まで出せないことないが、出そうとする

と非常にコストがかかります。それを安い値段で売っては全然引き合わないということで、

結局は山に打ち捨てられるということになります。こういうものを切捨間伐、林地残材とい

います。2 つ目の写真ですが、これは林業の様々な現場で使われているプロセッサーという
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機械です。伐採した丸太をつかんで、繰り出しながら枝を落として一定の長さに切っていく。

落とされた枝葉は 3つ目の写真のように、山の土場に集積させます。これらが一番木質バイ

オマス燃料として使いやすいわけなのですが、非常にかさばります。かさばったものを束ね

るバンドリングマシンというものもあるのですが、これを使うとその運搬コストが相当高く

ついてしまいます。そのようなことで、未利用間伐材の利用も簡単でないというのが現実で

す。

そこで低コストの方法としては、それだけを生産するのではなくて、いわば連結生産と言

いますか、製材用の木材を生産する際に出てくる端材を利用するのが一番望ましい方法だと

思います。あるいは広葉樹の場合、皆伐する。それによって製紙用のチップと一緒に燃料の

生産も行います。そのようなことが実際進められています。

燃料の形態はごらんのとおりです。使いやすさという点ではペレットあたりが一番良く、

つまり燃焼機に自動投入できる点です。しかし価格の点ではそれは少し高くなります。高く

なるのですが、これは常に石油価格と対比されて、石油価格が高いときにはバイオマス使お

うというような機運が高まりますが、石油が安くなってしまうと、またしぼんでしまいます。

これが今までの傾向です。従って石油価格に左右されないようなバイオマス利用の仕組みが

必要になります。

二つ目の利用面についてですが、大きく分けて発電と熱利用があります。スライドの上に

3 種類の利用を示していますが、これが熱利用です。順番にその規模が大きくなっていきま

す。その下の二つ、燃焼発電、混焼発電でまさに発電です。これらはかなり規模が大きい施

設必要になります。燃料も、発電機を常時定格出力で運転するということを前提にして、相

当な量が必要になります。例えば島根県内には現在 2カ所の燃焼発電所がありまして、合わ

せて木質バイオマス燃料が 12 万トンぐらい必要ということです。森林資源的には、問題な

いのですが、むしろ供給体制が追いついていない状態です。そして、このような専焼発電所

が今後島根県に限らず全国で出てきたとしますと、相当な燃料が必要になります。そうなる

と今度は資源的な問題が出てくる可能性があることを指摘しておく必要があります。

またエネルギー効率の点から見れば、熱に関しては、バイオマスを一旦燃やすわけですか

ら、熱が発生します。その熱を運動エネルギーを介して電気に変換して利用するよりは、熱

は熱で利用する方が効率ははるかに高いです。これは当たり前のことです。熱エネルギーを

電気に変換すると 35％ぐらいのエネルギー効率しかないのですが、熱エネルギーをそのま

ま熱で利用すれば、8割ぐらいになるということです。

そして、先ほどお話にありましたが、バイオマスというのは分散的なエネルギー源ですか
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ら、地域内部でその燃料の生産・調達が可能で、それを地域内で流通し、地域内の需要先に

配ることができます。特に熱供給ではそうです。そういう中小規模の燃料の供給需要をバイ

オマスで行うことで、化石燃料の石油などを購入するために、地域外に支払っていたお金を

地域内部で循環させることができます。それによって地域経済を拡大しつつ、地域の主要産

業である林業も振興できます。この点もバイオマス利用の特徴であると思います。

先ほど燃料と価格の話をしましたが、最後に申し上げたいのは、化石燃料価格が高い、安

い、だからバイオマス燃料を使う、使わないということが今まで多かったのですが、石油価

格に関わらず、木質バイオマスを使うことによって多様な経済的なメリットが発生します。

この点を考慮した広域的、長期的な制度設計や利用促進の仕組みを考えていくことが、今後

重要になるということです。

以上で、終了いたします。
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ショート報告(4)「島根のエネルギー社会を展望する」

上園 昌武(島根大学法文学部 教授)

○上園

最後に、このブックレットの 5章「島根エネルギー社会を展

望する」は、実は非常に重要なところなのですが、精緻な分析

をしたものではなくて、方向性の考え方を示した章です。基調

講演の大島先生のお話でもありましたけども、原子力はいろん

な問題点があると思います。また、化石燃料の石油、石炭、ガ

スも日本では大量に使われているのですが、ウランや化石燃料

に共通しているのは枯渇性の資源ということです。特に日本の場合には、エネルギーを海外

から全量輸入するので、非常に多額のエネルギー費用を支払うという問題も出てくるわけで

す。さらには環境破壊や事故を考えていくと、それ以外のエネルギーに転換した方が賢明だ

という話になると思います。

その方向性としてエネルギー自立という考え方に至ります。再生可能エネルギー(自然エ

ネルギー)でエネルギーを最終的には 100％供給していく社会や地域をエネルギー自立地域

と呼んでいます。島根県のエネルギーバランスの簡単な図をみると、福島事故前の 2009 年

には、県内のエネルギー輸入が約 91.5％で、残りの 8.5％が主に水力で、島根県内のエネル

ギーは供給されていました。将来、再生可能エネルギー100％で供給するためには、今の全

エネルギー消費量を維持するのでなく、それを大きく減らしていくことが不可欠です。例え

ば消費量を半分に減らして、必要な供給量を再生可能エネルギーに転換していく考え方です。

省エネの例としてはゼロエネルギー住宅(ZEH)があります。これは住宅に限らず建築物、ビ

ル、この大学の建物も含めて、ゼロエネルギーにしていくことが、ようやく国でも取り組み

が進められています。このゼロエネルギーとは、エネルギー消費をゼロにするということで

はありません。大きく省エネ化を進めていく中でエネルギーの消費を大幅に減らし、必要な

分は自らが再生可能エネルギーで賄って、収支としてはゼロになるというのがゼロエネルギ

ーという意味です。建物でエネルギー消費量の大きさを考えると、機器類の省エネ化よりも、

やはり建物の断熱性の向上が重要です。左下に描いているグラフは、ドイツの建物・住宅の

省エネ基準なのですが、古い住宅ではこれだけエネルギーの消費が必要だったのが、1995

年、2002 年に基準がどんどん強化され、将来、このパッシブハウスという基準にして住宅

で主要なエネルギーを大きく減らしていく規制がかかっています。この赤い部分は暖房にな
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るのですが、この暖房をこれだ

け古い住宅が消費していたもの

を、断熱化を進めることでほと

んど使わなくてすむ取り組みが、

省エネ対策の本質だと思うので

す。ドイツ、スイス、オースト

リアなどヨーッパの国の窓を見

ると、今は三重窓が標準になっ

ています。日本では新築のマン

ションや一軒家の広告を見ると、

ペアガスや二重窓ですが、さら

に 1枚窓を加えると断熱性はかなり高まります。そこまできちんと建物の熱の漏れを減らす

ことが省エネというやり方です。

それと、省エネとして重要なことは、ヒートショック対策です。寒い冬に寒風が家のすき

間風で入ってきたときに、それが原因でお年寄りが命を落とすという問題が出てくるのです

が、断熱化を進めていくと非常に快適な空間になり、かつ健康住宅と呼ばれるように、生活

の質を向上させるものが省エネの効果です。しかし、島根県も日本の多くの地域では、それ

がまだ充分に進んでいないと思います。そこが日本で取り組んでいくべき省エネ対策の大き

なポイントです。

それと、再生可能エネルギーは風力発電・太陽光パネルがどんどん増えているのですが、

伊藤先生のお話の中であった熱の利用が日本で非常におくれていて、島根県でもすごく遅れ

ています。まだまだできると思うのですが、木質バイオマスにはペレットや薪ストーブがあ

りますし、太陽光についても、太陽熱温水で給湯ができます。さらには地中熱という地面を

掘ると温度がほぼ一定していますので、夏のときには冷気が入って冷房がわりになったり、

冬のときには暖房がわりになります。バイオマスのエネルギーでは、家畜のふん尿などの発

酵したメタンガスを利用して発電し、その廃熱を供給することで、いろいろな熱利用ができ

ます。

島根県では、2013 年に約 1,300 億円相当のエネルギーを外国から輸入をして燃料代とし

て支払っています。省エネを進めるとエネルギー消費量が減り、再生可能エネルギーの自給

が進んでいくと、エネルギー輸入がどんどん少なくなっていきます。燃料代も減らすことが

できます。減らした分を再エネや省エネ事業に投資をしていけば、経済としても成立してい
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けます。特に大事なのは、地域内でそういう事業を進めることが地域経済を支えていくとい

う、地域経済循環という考え方がこれから非常に重要なポイントになると思います。

再生可能エネルギーというのは、どんな形であっても進めればいいというものではなく、

地域紛争を起こすことは絶対避けなければいけません。風力発電やメガソーラーという大開

発は、地域住民と騒音や景観でトラブルになったり、自然破壊やメガソーラーの照り返しが

住民を大変な状況にすることは絶対避けなければいけません。それを避けるためには、地域

社会や住民が再エネ事業に参加や関与していくことが重要です。自然エネルギーを増やすに

は、左側にある外来型開発という、県外や地域外からの大企業が大きい設備をつくるやり方

ではなく、最終的には内発的発展で、小さくてもいいので、地域住民が地域の企業、事業者、

あるいは自治体とも一緒に連携しながら、小規模のエネルギーをつくることが必要です。そ

うしていくと、地域の発展意欲が強くなり、地域内でも利益の割合が高くなる事業がふえて

くると考えられるのです。このあたりを島根県のこれからのエネルギーの事業の方向性とし

ては十分踏まえて、それを具体化していくことが求められます。以上です。
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第二部 パネルディスカッション:エネルギーは地域社会の未来を変える

○田中

お待たせいたしました。それでは、これから後半の第二部パネルディスカッションを始め

たいと思います。

ここからの進行は上園先生にお願いいたします。では、よろしくお願いします。

○上園

それでは改めまして、後半のパネルディスカッションを進めさせていただきます。そのコ

ーディネートをつとめます上園です。どうぞよろしくお願いします。

たくさんの質問をいただいておりまして、それについては後で回答していただきます。

最初に議論を深めていくということで、報告者の方からの問題提起を受けて、幾つか私の

方から、質問させていただきます。報告の順番に従って、最初は大島先生に伺いたいのです

が、大島先生の著書の『再生可能エネルギーの政治経済学』(東洋経済新報社、2010年)の中

で、原子力発電の発電コストの研究データをまとめられ、中国電力や関西電力などの電力会

社のコストを計算されておられます。その話がなかったものですから、この中国電力の原発、

島根原発の発電コストがどのような状況なのかを、少し説明していただければありがたいで

す。いかがでしょうか。

○大島

島根原発ですが、先ほど言いましたように、安全対策費で2,000億円かかるということと

建設期間の残りなどを考慮し、事故費用をとりあえず捨象すると、kW時あたり、大体12、3

円というレベルだと思います。これは40年間の平均費用ではなくて、これから再稼働して発

電するときのものということになります。余り経済的ではありません。残りの運転期間が余

り残ってないので、もし仮に2,000億円を投じたりすると、採算性がなくなってくるという

ことです。

熊本地震を受けて、新たな規制強化、本当はすべきだと思いますが、新たな規制強化など

がなされると、2,000億円ではすまないかもしれないので、そうなると、コストはもっと高

くなります。他に考慮しなければならないのは、停止期間です。再稼働できず、長くとまっ

ていればいるほど経済性はなくなります。
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○上園

経済性が余りよろしくないということですね。過去についてどのような特徴があるのです

か。特に島根原発の場合、1号機が小規模で2号機も中規模ですが、規模の影響はあるのでし

ょうか。

○大島

今申し上げたことは、新しく安全対策したときのことです。必ずしもはっきりと言えない

です。なぜかわかりませんが、運転しても維持費がほかの電力会社よりも高いという特徴が

あるようですので、もしかするとそれほどよくないのかもしれません。集中立地すると経済

性は上がります。だけど、経済性があるということは、反面では何か安全対策、それだけの

リスクが逆にあるということでもあるので、経済性がいいからいいとは限らないです。関電

とか、集中立地しているところと比べると経済性は悪いということになると思います。

○上園

ありがとうございます。

このあたりの質問がたくさん出ておりますので、後ほどまたお聞きします。

続きまして、片岡先生に伺います。住民は島根原発をどのように捉えているかという報告

でした。この意識調査をされた結果、原発の賛否の根拠は、どのような要素が強く影響を受

けているか、特に経済利益の観点で報告がありました。そのあたりをもう少し説明してくだ

さい。

○片岡

ありがとうございます。先ほど私が報告したところで強調していたのは、今、原発の距離

が近いほど、その原発に対してすごく問題意識が強くて、反対する人が多いというふうに思

われたり、あるいは逆に、原発が近いほど原発から利益を得ている人が多いから賛成者が多

いとか、そういう近さのほうが問題ではないかというふうによく思われがちなんですが、実

は近さというよりは、原発から利益を得ているというふうに感じているか感じていないか、

そこのところが大きかったというところが今回調査を通してわかってきたことです。ただ、

私たちが今回分析したのは、島根県の鹿島町・島根町というグループと、それとそれ以外の

松江市というグループのデータですので、本当はもっと遠くの、そういう原発が建っていな

いところの都道府県とか、そういう人たちも含めた調査で検証しなければなりません。しか
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し、この松江市の鹿島・島根町、それ以外の松江市という 2つのグループで見た場合はそう

いうふうなことが伺えたということです。

さて、御質問いただきましてありがとうございます。7 分という限られた時間の中でした

ので、非常に早口でしゃべったところがあってわかりにくかったというようなところで申し

わけありません。「何を言っても社会は変わらないという絶望感がある」という意識につい

てみたグラフがあったと思うのですが、これは少し何か異質な感じがすると思われると思い

ます。実は質問紙では、原発に対する意識をそのまま、例えば、すぐ再稼働すべきだとか、

いろいろなそういう原発についての意識もたくさん尋ねているのですが、それ以外にも、広

く社会に関する意識についての問いを数々含んでいるのです。経済成長は大事だとか、そう

いうふうな価値観とか、いろいろなことを尋ねているので、その中に、何を言っても社会は

変わらないという絶望感があるっていう項目も入れたということなのです。それを入れたお

かげで、今回、立地地域の人たちの気持ちというか、そういうどうにもならない感、諦め感

みたいなものが伺えたということなのですが、結局、立地地域の方々の中には、何らかの利

益を自分や身内が得ていると思っている人と、得ていないと思っている人、いろいろいるの

ですが、得ていると思っている人が、なぜ原発を再稼働すべきという考えになるのか、今回

の調査では、利益を得ている人でも、原発事故以降、原発についてちょっと考え直したみた

いなところも考えたんだけど、でも、やはり原発たくさんいるな、こういうふうに思うのは

何でなのかと思ったら、やはりそういう、結局そうはいっても、それをしなければ自分たち

の地域はやっていけないとか、そういったような絶望感があるから、何を言っても社会は変

わらないみたいな、何か悲しい気持ちがあらわれているところを感じたわけです。そういう

ところで、やっぱりこれから考えさせられるのは、何というのか、こういう、今まで地方と

都市部みたいな感じで、何でもかんでも、原発だけに限らず、沖縄の軍事基地についてもそ

うなのですが、何かしわ寄せはいつも人口の少ない、経済もなかなか厳しい、そういう地域

にいっています。結局、原発なしではやっていけないというところをつけ込んでといったら

聞こえが悪いですけど、そういうふうにやってきたっていうようなところを見直さなくては

いけないし、それ自体、社会全体の問題として取り組んでいけたらなというふうに思います。

以上です。

○上園

ありがとうございます。

片岡先生が指摘されたことは、ブックレットの冒頭にも引用していますが、東京大学の高
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橋哲哉先生が『犠牲のシステム』という本で述べられています。地方や地域格差の非常に弱

いところに迷惑施設が設置されており、地域間の格差が非常に問題として大きいという指摘

だと思います。どうもありがとうございます。

続きまして、関先生に伺います。地方財政がご専門で財政分析をされたわけですが、島根

原発は、今年で稼働から40年過ぎるのですけども、島根原発の稼働というものを総括してい

くときに、先生の地方財政という観点から、この島根原発はどのような特徴があり、どのよ

うな評価ができるかをお聞きします。

○関

私は今回のブックレットで鹿島町の財政の動き、つまり、いわゆる原発マネーの流れを実

際に分析しながら、同時に、議事録を見ながら、立地前後の地域の政治や行政の事情や、原

発立地が地域に与えたインパクトを調べました。

島根原発立地以前の地域社会の姿

まず、島根原発が立地地域に与えたインパクトの大きさを、私たちは想像しなければなら

ないと思います。島根原発が立地するという話が出てきたのは1960年代です。その時代から

さらにさかのぼること約20～30年前、戦前の昭和14年、1941年に片句地区を訪れたある有名

な民俗学者がいました。宮本常一です。彼がこの地域について詳細な記録を残しています。

もしブックレットが手元にある方は、46ページのところに書かれているのですが、片句地区

は崖が急峻な地域で、ほかの地域と比べても大型船が入る港がないため、磯に上がってくる

ワカメを採ったり、小さな船で近場の魚を採ったりしている。大きな漁船団でもってたくさ

んの所得をあげる他地域とは違った地域社会が形成されていたことが書かれています。いま

も「片句わかめ」は有名ですが、こうした伝統があって、特に奥さん方は松江に行商に出て

いる。ポンポン船で松江に行商に行って現金収入を得ている。この地域の人たちは人情がま

ことに厚い、そして素朴で温順な気風を多分に持っている、そう描かれているのです。恐ら

くこの宮本の記録から30年近く経った原発の話が持ち上がる直前の地域社会の姿も、こうし

た様子であったに違いありません。こうした地域社会を一変させたのが原発であった、この

点にまず、私たちは思いを寄せなければいけないのではないかと思います。

こうした状況を物語るエピソードが一つあります。ちょうど鹿島町議会議事録の中に記載

があってブックレットの中でも紹介していますが、当時、中電が本格的に原発建設に着工し

ようとしているとき、中電の現地事務所所長が着工式の際に以下のように言っているのです。
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もし、鹿島町さえよければ、バラックで建てている現地事務所を本式の建物としたうえで、

その本式の建物を、工事が終わって必要なくなったあとに、町役場の建物として払い下げて

もよいですよ、と。議会では、現地事務所の所長がこのように言っていたが、町長、この件

についてどうだ、と議員が質問するなどといったやりとりが記録されているのです。それだ

け、鹿島町といういち自治体と比べて、中電が大きな経済力を持った、圧倒的で巨大な存在

であったかということがわかりますし、その中電が地域社会に入り込んできた、こういうイ

ンパクトを含め私たちは、当時の立地前後の地域社会の様子を想像しなければならないのだ

と思います。

原発立地による財政的なメリットとその評価

こうして激変した地域社会を考えると、とくに財政的な側面で、地域にとって大きなメリ

ットが生じたことは認める必要があるでしょう。旧鹿島町(現松江市)に行ったことのある方

は御存じだと思いますが、インフラがしっかりと整備されていますし、たとえば中学校でも

パソコンが相当に早い時期から導入・整備され、きれいな校舎もたくさん建てられている、

財政効果が明確に表れています。税収効果や交付金の支給によってインフラが整備された、

これは間違いない事実だと思います。しかし、先ほど述べましたが、実はこうした税収効果

は一時的だったのです。一時的だったからこそ、3号機まで立て続けに立地・誘致する、こ

うして財政的に食いつないでいくという形態をとらざるを得なかったといえます。

さて、こうした財政・増収効果をどう評価・総括するのか。結論から申し上げれば、自治

体・住民のなかに、中電に対する依存心が生じるという結果をもたらした。こうしたようす

が町議会の議事録から読み取れるように思います。そして、こうした依存心が強まることで、

みずからの地域の将来を構想するという地方自治の原点、すなわち、みずからの地域の将来

を自分たちで判断して、自分たちでつくっていくという自助の力を失わせていくという方向

に進んでしまったのではないか、というのが私の結論です。

例えばブックレットの記述にもありますが、立地直後、町は振興計画をつくりました。そ

の計画では、中電からの寄附金や税収を前提にして、ものすごい規模の投資を盛り込んでい

ます。しかも、中電さんと一緒にやらなければ私たちには地域振興計画は実現することはま

ったくできません、しっかり共存共栄の関係を築きましょうという記述まであります。他の

地域ではこうした前提がない中でしっかりと策定されているにもかかわらずです。また、町

議会におけるやり取りでは、議長が、「今朝方入ってきたニュースです、町長からどうぞ」

と町長に登壇を促し、町長が「1億5,000万円の寄附金が入りました」と、意気揚々と報告し
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ています。その中で町長は、

「中電の副社長とやりとりした

が、副社長決裁は無理だという

ことで、いろいろやりとりした

結果、けさ方1億5,000万円の寄

付金、実現しました」という報

告を議会で行う。その当時の鹿

島町財政の規模は2億5,000万円

です。そこに寄附金が一度に1

億5,000万円も入るわけです。

こうした寄付金は、県も同様に

受け取っていくのです。

原発に対する自律的な意思決定の欠如へ

こうしたことを私は、道義的に反するという批判はしたくありません。当時の地元の財政

状況を思えば簡単に、「受け取るべきではなかった」といった道徳的な批判はできないと思

っています。こうした資金で住民生活の向上を図るということは、当時の状況から理解でき

ます。現在の視点から、道徳的に批判するのはフェアではありません。

しかしこのことで明らかに問題が生じます。こうした地域へのお金の流れによって、原発

立地地域が自らの地域の将来についての自律的な判断できなくなっていく、こういう問題が

生じるのです。例えば当時、1号機試運転の段階でかなり大きなトラブルが生じました。し

かも中電は当時、安全協定に違反する形で、最後まで住民や自治体に対して報告しなかった

のです。これに関して町議会では、安全性は確かに問題だけども、よくわからない技術なの

だから、国の規制を信じるしかないではないか、と町長が答弁しているのです。このように

地元地域住民の安全性という深刻な問題について自律的な判断をしない。

またほかにも、うるみ現象という、温排水によって海水の透明度が下がる現象が続き、海

底をのぞき込んでウニなどを採る、かなぎ漁が深刻な被害を受けた際にも町長は、「最近、

こんな迷惑な施設をここに持ってきた、困ったものだという、県が言っているけども、私た

ちは一度も誘致したことなんかない、県がお願いします、ここが適地ですといって、中電も

含めて、お願いされてここに立地しただけでしょう。私たちは自主的に判断して誘致したこ

とは一度もない」というわけです。問題が起きても、自分たちではなく県が誘致したと、ま
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さに無責任な体制で、この原発に向き合わない様子が見て取れます。いまでも、この当時の

町長の発言と同様の態度が散見されます。わたしたちがよく耳にする「エネルギーはまさに

国策であって、自分たちは何も判断していませんし、判断する必要もありません。国が決め

ることです」と。今にも通じるこうした風潮は実に1970年代初めの時点の地元自治体ですで

に出てきていたといえます。

まとめます。40年の島根原発の歩みを総括すると、地域へのインパクトが大きかった。実

際に、恩恵がたくさんあってインフラも充実し、地域は大きく変化したといえます。しかし、

その背後では、寄付金といったお金の流れがあって、これによって地域のなかで中電への依

存心が形成されてくる、そしてこれが、結局は安全性への認識の甘さにつながり、問題が起

こったときには県や国に頼まれて原発を受け入れたのだと言い訳する。地域の問題、福島の

事故もそうですが、たとえば安全性といった地域に大きな影響を及ぼすような問題であって

も、みずからの自律的な判断によって行動できなくなる、こうした地方自治の後退というの

が、最も大きな地域における根底的な変化であったと考えます。

○上園

ありがとうございます。

非常に重要なご指摘です。先ほどの片岡先生も意識調査で経済利益とにも非常に影響する

という話でしたが、メリットやデメリットがそれぞれあるのですが、総合的にどう判断する

か自治体財政という観点から説明していただきました。

もう一つ、関先生にお尋ねします。この原発では、交付金や税金が自治体財政にかなり影

響があるわけですが、もしこの原発がなくなり、いずれは原発も廃炉になっていくと、この

原発に依存する自治体財政がなくなります。そうすると、自治体財政はやっていけるのかと

いうことも、素朴な疑問としてあるのですが、このあたりいかがでしょうか。

○関

結論から先に申し上げますと、やっていける、というのが結論です。理由は2つです。一

つは、鹿島町の時代であれば困難であるが、松江市という大規模な財政を擁する自治体にな

りましたので、やっていける。つまり分母が大きくなったために、その分やっていけるので

はないかというのがひとつです。

そしてもう一つは、全国的に見れば、当たり前ですが原発が立地していない自治体のほう

が多いということです。原発が立地して、財政的・経済的に恩恵を受けている自治体はむし
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ろ少数派であって、ほかの自治体は原発なしでやっています。以上の二点から私は、自治体

財政運営は、原発抜きでもやっていけると思います。

松江市の地域経済・財政と原発の恩恵

まず1点目の、松江市は鹿島町と比べても極めて大きな自治体ですから原発への依存はさ

ほど大きくない、という点についてです。たとえば経済効果の面を考えてみると、鹿島町の

場合は、原発全体の膨大な経済規模のうち、地元地域に実際に落ちるのはほんの一部のです

が、そのほんの一部であっても、鹿島町という小さなところに波及するわけですから、効果

があるように受け取られるのです。一方、松江の地域経済の規模は鹿島町に比べれば、大変

大きい。分母が大きくなっているわけですから、ブックレットにも一部データが掲載されて

いますが、原発がなければやっていけないほどの地域経済の構造になっているのか、しっか

り精査しないといけないと思いますが、私は直観的には、依存というほどの状態とはいえな

いと思っています。たとえ大きな効果を及ぼしているといっても、一時的であるという点に

も留意が必要だと思います。このテーマは、ちょうど科学研究補助費のプロジェクトとして

他の大学の先生方とも一緒に3年間かけて研究していく予定にしています。

例えば原発は、定期点検の際に大量の雇用を必要とする、こうした一時的な経済効果や雇

用にとどまっていて、地域経済の持続的な発展に資するような性格とは言えないと思うので

す。

財政面でいえば、先ほどスライドであまり説明しませんでしたが、松江市の原発立地関連

交付金は、最新の数字でいうと松江市の歳入総額の2.6％です。「毎年1％削られてギリギリ

で運営している」と市役所の方には怒られるかもしれませんが、2.6％にしかすぎない。市

民の皆さんが持っているイメージより小さいのではないかと思います。もう一つ、固定資産

税ですが、現在松江市全体の固定資産税収額は125億円です。3号機の原発が稼働したらおそ

らく少なくとも64億円、これは5年間で半減してしまいますが、初年次では64億円が増収す

る、現在の固定資産税収総額の約半分にもあたる、これはかなり大きいと思うかもしれませ

んが、前にも申し上げた通り、増収になったぶん地方交付税が減らされてしまう、つまり国

からの仕送りが減額されるので、純粋にふえるのは松江市財政全体では16億円程度ではない

かと思います。

こうして考えてみると、財政効果についていえば、鹿島町ならいざ知らず、松江市の場合

にはさほど大きいとはいえないと思うのです。もちろん、こうした試算が正確なものかどう

かも含めて、市や県の方々と資料を突き合わせながら一緒に議論したいと思っています。
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全国の自治体は原発なしでやっている

2点目です。全国で見るならば原発が立地していない自治体が圧倒的に多いということで

す。ではなぜそうした自治体がやっていけるかといえば、地方自治を尊重するための財政制

度がそれなりに存在するためです。経済的に未発達で税収を十分にあげることのできない自

治体や地域であっても、自分たちの地域のことを自分たちで考え決定し、自ら地域政策を実

施することで運営していこう、そのために必要なことについては、国がさまざまな形で財政

措置(たとえば地方交付税交付金制度)をとってサポートしよう、という現代的な地方自治を

尊重する体制がそれなりに整えられているからです。日本における地方財政制度が地方自治

の原則を守るためにそれなりに機能している、ということを確認しなければなりません。

それでも怖いのは、松江市の場合、今回の3号機が仮に稼働してしまった場合、それがポ

イント・オブ・ノーリターン、つまり引き返せなくなってしまうのではということです。3

号機が稼働してしまうと、私は16億円ぐらいしか増えないかもしれないと申し上げたのです

が、じつはもっと大きな財政効果があるかも知れません。原発なしでやっていけたはずの松

江市が、原発依存の自治体に転換してしまう、そういう可能性もあるのではないか。本当に

そういう危険性があるのかどうかについては未解明ですが、そういう危機感を私自身は持っ

ています。

○上園

どうもありがとうございます。

3号機はまだ稼働していませんが、これが動き出すと、松江市や島根県に対して財政の影

響がかなり出てくるのではないかという指摘でした。このあたり、また後で大島先生のお話

も聞きたいと思います。ありがとうございます。

それでは、伊藤先生に伺います。島根県でエネルギーをこれからどのように変更していく

のか。再生可能エネルギーの可能性や、現状をどう動かすのかとについて、木質のバイオマ

ス・エネルギーに着目されていました。報告の中で、島根県は非常に森林資源が豊富ですが、

率直に言って、それをうまく活用しているのか、どのような課題があるのかを改めて説明し

てください。特に成功や失敗、あるいは見直すべき点にもつながると思います。よろしくお

願いします。

○伊藤

島根県の森林資源ですけど、確かに豊富な量があります。統計ですと、1 年間に成長して
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いる量が、大体 200万立方メートルと言われます。ですから、毎年 200万立方メートルまで

だったら伐採しても、元本を傷つけずにそのまま成長が可能であるということなのです。現

在、伐採の量は、木材生産がマテリアル利用の生産が中心なのですが、大体 40 万立方メー

トルくらいで、成長量の 2割程度です。新たに木質バイオマス、専焼発電が出てきて、それ

に必要なのが、大体 10 万トン、立方メートルに直すと 16～7 万立方メートルぐらいと思い

ますが、これが今後、追加的に生産できなければ燃料として供給できないということになり

ます。まず森林資源の利用から考えると、かつてはもっと利用されていました。20 年前は、

60 万立方メートルぐらいは伐採されていました。それがどんどん少なくなって、現在に至

ってはまた少し増加しています。森林生態学や林業経済学の面からいいますと、森林という

のは使い過ぎても使わなさ過ぎてもいけない、適度な量を毎年定期的に計画的に伐採し、そ

の後植林を繰り返す、これが一番正しい利用です。

現在、島根県でいえば、全体的にまだ使わなさ過ぎている状態。国全体で見てもやはり使

われなさ過ぎている状態です。この木質バイオマス利用に関して、FIT つまり電力固定価格

買い取り制度がつくられ、県内 2カ所に木質バイオマス発電ができて、それがきっかけで木

質バイオマスを大量に利用できることになり、林業界では非常に歓迎されています。今まで

需要がほとんどなかったものが、新たな需要が発生したということです。ただ、森林資源量

という点では、まだ十分に余裕はありますが、その木材を伐採し利用した際の利潤がどこに

回っていくのかを考える必要があると思います。今のところ、2 つの発電所合わせて売電収

入が約 24 億円あるのですが、その約半分が燃料代として地元に回ります。残り半分は発電

事業者が持っていってしまいます。残念ながら地域外の業者ですから、半分は地域外に流出

してしまうことになります。できれば、それをできるだけ地元で回す必要があるわけです。

その問題を今後考えていくとすれば、発電よりも中小の熱利用を中心とした利用推進が必要

です。そうすると林業も、マテリアルつまり木材生産のついでに搬出されるエネルギー用材

が、燃料となって地元で一定の価格で売れるわけです。林業全体としても生産額が増加して、

地域経済の振興に資することになります。発表の中で林業生産コストを下げることが大事で

あるというようなことを申し上げましたが、これは極めて重要です。これまで燃料価格との

関係、買い取り価格が決まっていますから、できるだけ安い価格で丸太を生産する必要があ

ります。ただし行き過ぎると、森林経営を行っている森林所有者に回るお金が少なくなると

いう問題が出ます。森林所有者にある程度のお金が回るような仕組みがないと、林業経営自

体がうまく回らない。今のところで評価するならば、展開のきっかけとして木質バイオマス

発電による大量需要は非常にいいと思いますが、今後いかにして地域の産業に結びつけてい
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くのかという事が、島根県の森林利用の課題ではないかと思うのです。

それから成功と失敗です。バイオマス利用については 10 数年前からあちこちで熱ボイラ

ーを導入しています。これは主に温熱利用で、温泉施設のお湯を湧かすのに石油ボイラーを

使っているのをバイオマスボイラーに換えることが始まっていました。しかしどの程度バイ

オマスで熱量を供給するのが適当なのか、バイオマスと他の熱源との組み合わせが適当なの

か、色々と試行錯誤がされてきました。現在になってやっと方針がまとまりつつあります。

基本的には大島先生のお話にありました、ベースロードの部分をバイオマスが担う方法です。

温熱施設では熱需要の日時変化が非常に激しいので、その変動分を石油ボイラーでフォロー

アップする仕組みになりつつあります。そういう点で、今まで失敗を重ねてきましたが、バ

イオマスボイラーの規模、方法に一定の方針ができ上がってきたところです。残された問題

は、今後いかに中小規模の熱供給を広げていくのかです。つまり、家庭、事業所あるいは農

業用ハウスですが、小型ボイラーが必要となる局面ですが、これらはバイオマスの熱利用に

非常に向いています。今のところ石油ボイラーの便利さに慣れ過ぎているので、適切な規模

の自動運転もできるボイラーを開発していく必要があります。ヨーロッパ製のボイラーでは

少し規模が大き過ぎるということです。今後より地元密着の需要に対する開発が必要になっ

てきます。そういう需要に合わせた燃料供給システムを地元でも形成する必要があります。

以上です。

○上園

ありがとうございます。

みなさんからは報告では触れられなかったようなところを含めながら補足説明していただき

ました。それでは、会場の皆さんからたくさん質問等を寄せていただいています。大島先生

に、たくさんの質問が出ていますので、特に重要な点を幾つかピックアップして、回答とい

うか、説明をお願いします。いかがでしょうか。

○大島

多岐にわたるので、一部ということにしたいと思いますが、一つは、どうしてこんなに原

子力に対して支援策というか、延命策が講じられているのかという質問です。東京電力は、

法的処理してしまったほうがいいのではないかということですね。

東京電力に関して言うと確かにそのとおりです。東京電力は支援なしに、もはや経営が成

り立ちません。国は支援機構をつくって生きさせていく方針です。このようなことをすると、



山陰研究（第 9号）2017.3

－45－

東京電力の原子力事故を引き起こした責任をとらなくてもよくなります。

仮に、東京電力の法的整理を行うと、経営者の責任が問われるようになります。また、国

の責任も問われるようになります。

現行の制度は、事故直後につくったものです。現在では、当時予想していた規模を大きく

超えています。これからは、にっちもさっちもいかなくなってくるというのははっきりして

います。電力自由化が進むと、電気料金を通じて自動的に国民から取れたお金がとれなくな

り、電力会社も簡単には払えなくなります。そうなると、一体このお金は誰が出すのかとい

う話になってきます。

皆さんも原子力事故の技術的な課題についてはよく聞かれると思いますけれども、お金の

話は余り聞いたことがないと思います。それは、一番知られたくないからだと思われます。

事故費用を誰が払っているのかとなると、結局、私たちですということになります。そうな

ると、原子力やエネルギーの利用の仕方について、物の見方が変わってくるはずです。

一般的に、原子力は必要ですか?と聞かれるのと、あなたは原子力事故に対してお金払っ

ていますが、今後原子力は必要だといますか?と聞かれるのとでは、答が違ってくるはずで

す。お金の話は、今後も論点になってくると思います。

次に、原子力には反対が多いのに、なぜ国や電力会社は原子力に固執するのですかという

質問がいくつかありました。これは、根源的な問いです。

経済的な理由はほとんどなくなってきているように思います。原発事故によって、少なく

とも13兆円お金が必要になってきているわけです。事故処理に、100年以上かかるのではな

いかということを書かれた方もいました。もちろんそのとおりかもしれません。むしろ100

年とか200年とか300年かけてやったほうが安全なのです。放射線が強いときに、燃料デブリ

を取り出すのは非常に難しい。実際100年規模でかかってくるはずです。そのようなことを

考えると、原子力というのは一旦事が起こった場合に経済性がないとはっきりしているわけ

です。

それなら、なぜやるのかっていうことになります。結局のところ、経済性がなくてもやる

ということのようです。補助してでも原子力推進するというのはそういうことです。もはや、

経済性の問題ではなくなってきたということです。

第3に、電力供給が不足するのではないか、という点。これも、もはや問題ではなくなっ

てきました。原発が動かなくなると電気が足りないと言われてきた。しかし、省エネが進ん

だことに加え、太陽光発電が相当量入ったので不足しなくなりました。だから、余りもう節

電節電と言わなくてもよくなっています。
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それなのになぜ原発推進をするのか。理由はいくつかあると思います。一つは核技術を持

っておきたい、少なくともオプションとして持っておきたいということではないかという点

です。経済性も必要性もないのにプルトニウムを抽出するのも、そうかもしれません。プル

トニウムをとりだすと価格は上がります。何のためにやっているかわからない。政府の資料

では、再処理だけで12兆円ぐらいかかると書いてあります。それには意味があるのでしょう

か。再処理して得られる核燃料の価値が、12兆円に見合うものなら経済的に意味はあります。

12兆円かけて15兆円のものができたら、3兆円の利益が出るわけです。しかしながら、9,000

億円の価値しか出てこないようです。11兆円どぶに捨てるようなものです。

また、商業用原発を動かす技術と核兵器の技術っていうのは違います。商業用原発を持っ

ているから核兵器を持てるということではありません。ただ、ウラン濃縮とプルトニウム抽

出する再処理は、コアとなる技術なので、それを持っておきたいというふうに言う人もいま

す。だから、私も、原発推進の理由はそこにあるのかもしれないと思っているところです。

○上園

ありがとうございます。

片岡先生、いかがでしょうか。

○片岡

今、大島先生の話聞きながら、やっぱり利益がなくても原発を続けるというところに、大

企業を維持していきたい、大都市中心の社会になりたい、大国になりたいっていうふうな、

日本全体の社会のそういう価値観といいますか、そういう考え方っていうふうなものが、や

っぱり根底にあるのかなと感じました。それが原発立地地域、今回、私たちが調査をした鹿

島・島根町の人々が示していた絶望感とか、あるいは無力感とか、脱力感とか、そういうふ

うなものになって、本当は問題なのだけど仕方がないから受け入れざるを得ないというのが、

そういう構造的な、何か複雑なものを、どうにもならないものをつくり出しているのかなと

いうふうなことを感じました。

実は 2013 年に私たちは島根大学の学生を対象に原発についての意識を聞いたことがある

んです。それを見ると、私にとっては驚くべき結果がありました。2013 年というのは原発

事故、まだ記憶が新しいときなんですけれども、実は原発を肯定する人が結構いる、かなり

多いんですね。「いろいろあるが原発は仕方がない、原発を持つことは仕方がないという考

え方についてどう思いますか」というのを聞いたら、「ややそう思う」と、「そう思う」を
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合わせて、男子の学生で 64.8％、女子の学生で 48.2％となっていました。また、「原発続

けることについて反対ですか、賛成ですか」っていうのを非常に細かく 9段階で聞いてみま

した。「ものすごく反対」、「はっきり反対」、「まあ反対」、「どちらかといえば反対」、

「どちらともいえない」、「どちらかというと賛成」、「まあ賛成」、「はっきり賛成」、

「ものすごく賛成」と聞いたら、「ものすごく賛成」が男子で 5％もいました。女子でも、

「はっきり賛成」は 3.6％、男子も 8％いて、これだけいるっていうことに驚きを感じまし

た。多分学生にとっては、そんな、別に原発によって直接利益を得ている人ってほとんどい

ないと思うんですけど、でも、原発はあるのがいい、あるといいというのです。ちょっと時

間がないのでお話しできないんですけれども、実は日本は大国であるべきだと考えている学

生も結構いらっしゃって、そういうことがさっきのお話ともつながっているのかなというこ

とを考えさせられます。そんなことを今後はもう少し追究して、構造的なそういう問題をも

っと掘り下げてやっていくのも大事なことかなとも思っているところです。

○上園

ありがとうございます。

伊藤先生は、いかがでしょうか。

○伊藤

燃料価格の話で、石油価格のとの兼ね合いというふうにお話しいたしました。確かに石油

価格が上がると、バイオマスを利用しようという機運が高まります。その際いわば運転の経

常経費として燃料代はどのぐらいかかるのかということと、バイオマスボイラーや附帯施設

の設置にどの程度の費用がかかるのか、またどのぐらいの期間で減価償却をしていくのか等

と、経常経費と初期投資などの両方を考慮し、採算分岐点を定めて議論をする必要がありま

す。現在は石油価格は比較的安い方です。一時、石油価格が高かった時期がありましたが、

そういう時はバイオマスの機運が高まります。従って石油価格がいくらであればバイオマス

が進むかについては一概には何ともいえません。

もう一つ、自己伐採木を搬入したが、バイオマス燃料として受け入れてもらえなかったと

いうお話があります。これはFITが関係しています。未利用木材を用いて発電した場合のFIT

価格が一番高く32円です。もし小型プラントで2000kW未満だともっと高く40円です。電力を

32円で買ってもらうためには、いわばトレサビリティーが必要です。つまり明らかに未利用

木材を原料にした燃料を用いたという証明です。その証明がないと発電事業者は安い電力価
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格でしか買ってもらえません。そういう点でバイオマスを直接持ち込んでも受け入れてもら

えなかったのではないかと思います。なお島根県でも数カ所で「木の駅プロジェクト」を実

施しています。これは森林所有者が自己伐採、自己搬入した根株などの短い丸太、タンコロ

と言いますが、を集積場に運び込むことで市場価格プラス地域通貨で、一般的に市場価格の

2倍程度の価格で買ってもらえます。搬入された丸太の起源が明白であるので、チップ化し

て発電用として用いられます。また林業や森林整備も促進できます。このような仕組みがあ

る地域だったら自己搬入木の買取は出来ますが、一般的には自己搬入木というのは使いにく

いというのが現状です。このようなことも今後制度的に改めていく必要があろうと思います。

○上園

ありがとうございます。

終わりの時間が近づいてきました。最後に、報告者の皆さんに一言お願いします。このブ

ックレットの「島根の原発・エネルギー問題を問いなおす」というテーマについて、今後ど

のような展開や展望が見えて、あるいはそれに向けての課題は何でしょうか。皆さんの研究

の専門性と関連づけて、一言お願いします。

まずは大島先生いかがでしょうか。

○大島

原子力のほうでしゃべると暗くなるのであまり話したくないのですが、上園先生と一緒に

ドイツを回ることがあるんですけれども、燃料転換、エネルギー転換してる国は、むしろ活

性化してるんですね。非常に明るいです。例えば電事連みたいなところにヒアリングに行っ

て話をすることがあります。そのとき、私は、原子力の未来についてどう思いますかと、可

能性があるんじゃないですか、と水を向けるんですけども、全く興味を示しませんね。原子

力ほど、後になってお金がかかるものはないだろう、原発に一体幾らかかると思ってるんだ

と、逆に説得されてしまいます。私はあえていろいろ水を向けるんですけども、原発に戻る

ことは絶対あり得ないと言うんです。

また、現実に再生可能エネルギーがたくさんふえているので、電力会社も従来の経営を大

きく転換しないといけなくなってきています。ドイツを含め、ヨーロッパでは再エネが予想

以上に入り過ぎるような状況です。再エネが沢山入るとどうなるかというと、電力が余り過

ぎて電力価格が下がっていきます。

太陽光発電の買取価格も10円ぐらいになってきています。もはや、太陽光パネルを屋根に
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つけたほうが経済的に得だからつける状態になりつつある。日本とは、全く違う状況です。

それは、ドイツが20年間やってきたことが、今、花開いてるということでもあります。

原子力をなくすというと、モラル的には正しいけど、苦しいとか、寂しいとか、お金がな

いみたいなイメージをもたれる場合もありますが、全く逆です、むしろ、お金の流れが変わ

って活性化して、成長率も高まる、雇用も増える。原子力をやめると仙人のように生きなけ

ればならないとか、そのようなことは全くありません。そうではなく、むしろ地域が活性化

します。そのようなことが、世界的には広がってるのです。

今は、これから沈みゆく産業にしがみつくことによって、かえって経済が停滞する可能性

があることを私は懸念しています。むしろ地域からエネルギーの創出することで魅力のある

地域ができると思います。日本の場合は過疎化が問題と言っていますが、ヨーロッパは日本

からすれば小規模な町が非常にたくさんあって魅力があります。むしろ美しい。地域にこそ

可能性があります。

○上園

ありがとうございます。

片岡先生、いかがですか。

○片岡

先ほど申し上げたとおりなんですけれども、やはり利益がなくても原発を続けなくてはい

けない、わかってはいるけどもやめられないという部分も根底には、やっぱり従来のそうい

う大企業を興していかなくてはいけない、維持していかなくちゃいけない、東京一極集中、

あるいは日本は大国でありたいとか、何かそういう、何というんですか、もう 20 世紀の残

して、置いていくべきようなものを今、いつまでも引きずるところを感じるわけなんですけ

れどもなにかそれにかわる新しい何か価値観とか目標とか、そういうようなものが具体的に

人々に浸透してなかった、そういうところをこれから考えていかなくてはいけない課題なの

かなと思ってます。特に最近、大島先生はおっしゃったけれども、過疎地域というのはやっ

ぱりマイナスイメージ、地方はマイナスイメージとまだまだ捉えてるところがあるんですけ

れども、そういったところから仮に脱していかないと、地域主導の再生可能エネルギーとい

うような話も発展していかないかなというふうに思っています。今後、そういうふうなとこ

ろを、そういう人々の意識、価値観、そういうようなところがどう変わっていくのか、注目

していきたいと思っています。
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○上園

ありがとうございます。

関先生、お願いします。

○関

今後の研究課題は、本当に

無数にあると思っています。

例えば原発なしに地域経済・

財政が立ち行かないというの

は本当なのか、地域経済への

波及効果、財政効果は具体的

にどの程度か、廃炉した場合の地域経済への影響、雇用への影響、自然エネルギーと原発の

地域経済への影響の比較、本当にたくさんの課題があると思います。こうした研究課題を解

決していくことは、単に研究そのものが目的というだけではなく、正確な情報に基づいて、

市民的な議論を尽くすためにも重要なことだと思います。私たちが、原発とどう向き合うか、

その意思決定のための重要な情報基盤、これをしっかり研究して正確に明らかにしなければ

ならないと思います。前の申しあげた27億円という交付金、歳入の2.6％という数字、これ

が大きいか小さいのか。この判断は実は住民自身が行うべきものです。こうした住民自身の

判断のために正確な数値をしっかりと研究して明らかにしなければいけない。ぜひ市や県の

より詳しい実務者の方々とともに、一緒に資料作りをしながら、住民の方々にしっかり判断

いただけるように情報を出し尽くして議論を尽くす、これこそが、難しいけれどももっとも

重要な点です。

私は一般に思われているよりも、財政効果も経済効果も小さいと思っていますし、原発の

リスクやコストから考えれば、割に合わないと考えていますが、最終的にこれは住民が判断

する、これが地方自治だと思います。その賢明な判断のための情報基盤をしっかりと作り上

げていくことが重要なのです。本日の講演会は、松江市が後援してくださっておりますが、

欲を言えば島根県も後援してほしかった。たとえ原発への評価や立場が違ったとしても、最

終的に住民がしっかりと自律的に判断をしていく、いわば地方自治を実現するためにも、今

日のこの場のような機会が必要だと思います。

本日、別途チラシが配られていたと思います。スクール・マリコという企画で、アーティ

ストの浜田真理子さんを中心に原発問題を考える連続講座をやっていらっしゃいます。今日
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のこの場もそうですが、こうした市民的な議論の場こそが大変重要であり、こうした場で信

頼できる正確な情報を共有していく、そういうプロセスのなかで、原発、もしくはエネルギ

ーとの向き合い方について、住民自身が判断していく、市や県、中電の方たちも含めて、し

っかりとした議論を積み重ねていく必要があると思います。

○上園

ありがとうございます。

私が最後のまとめで言おうと思っていたことに触れていただき、ありがとうございます。

伊藤先生、いかがでしょうか。

○伊藤

最後に一言いうならば、やはりエネルギーの地産地消を考える時代になってきたことだろ

うと思います。地域の人たちも国際的に地球的に考えなければならない。そのエネルギーの

地産地消に関しては、木質バイオマス利用、特に中小の熱利用を進めること、それこそが農

林業と最も親和的な産業の振興であり、その産出物の利用でもある。これが地域の経済循環

そのものを大きくしていく。そういうプラス面を生かして、国策においても、地域の熱需

要・熱政策に対して一定の方針を出すべき時代になってきたのではないかと思います。さら

に言うならば、専焼発電ですが、コジェネによってもっとエネルギー効率を高める必要があ

る。そのエネルギー・温熱の需要は地域熱供給ではないとか思います。今後、道路で掘り返

す際に水道管加えて、もう2本上り下りのパイプラインを設置し、各家庭・建物に温水を繋

げるようにすれば地域熱供給が可能です。これは県土そのものの資本強化につながると思い

ます。このような将来を見越した地域エネルギー政策が必要ではないかと思います。以上で

す。

○上園

ありがとうございます。

私からは全ての議論をまとめることはしませんけども、皆さんの発言に出てきたとおり、

エネルギー問題は大きく社会情勢が変わり、いろんな制約が出てきます。そういう中で、や

はり新しい方向性が求められてきています。よく言われますが、日本の原発やエネルギー政

策には、オルタナティブ(代替策）がありません。決まった一つの案しか示されずにずっと

国策エネルギーという形で来たと思います。この代替策というのを、地方や地域で主導して
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いくときに、それぞれの地域の事情に応じてつくり上げていくことが求められています。

このブックレットは市民向けの啓蒙書という位置づけになりますが、本来はもっとしっかり

とした専門書をつくってからブックレットをつくらなければいけませんでした。今回は先に

ブックレットが出てしまいましたが、先ほど先生たちが言われたような研究課題について、

島根や鳥取も含めた山陰という広域で、これからのエネルギーをどうするのか。その中でや

はり地域主導や地方自治、エネルギーによるリスクや利益をどのようにしていくのか。この

ようなことを政策提案という形で研究を進めていきたいと考えています。

今日はたくさんの貴重な質問や意見を頂きました。今後も私たちはこのテーマで研究を進め

ていきたいと考えています。このような研究をして欲しいという提案や要望もたくさん出て

くると思いますが、またこういう機会の場を含めながら、一緒に考えていくことにさせてい

ただきます。

それでは、非常に長時間になりましたけど、これで講演会のパネルディスカッションを閉

じさせていただきます。どうも、ご清聴、ありがとうございました。

○田中

どうもありがとうございました。(拍手)

長時間になりましたが、本日は大島堅一先生をお招きしまして、地域社会においてエネル

ギー問題とは何かということにつきまして、皆様と御一緒に考えてまいりました。山陰研究

センターでは、本日のように研究成果をできるだけわかりやすい形で発信していく努力を続

けていきたいと思っておりますので、今後とも御支援をよろしくお願いします。

最後に、壇上で熱心な議論を繰り広げてくださいましたパネリストの皆さんに大きな拍手

をお願いいたします。ありがとうございました。(拍手)



原発・エネルギー政策を問う
－国策から地域主導への転換－

2016年6月4日

大島堅一

立命館大学国際関係学部

1

内容

1. エネルギー政策の大転換

2. 電力自由化と原子力発電

3. 原子力延命政策の構築

4. 地域主導のエネルギー政策へ

5. まとめ

2

エネルギー政策の大転換

• 民主党政権から自公政権へと変わった後も、震災後、エネルギー政策の
大転換が続いている。

• 民主党政権

– 原発中心から2030年代原発ゼロへ（2012.9「革新的環境・エネルギー
戦略」）

– FIT導入による再エネ普及(2012.8)

– 電力システム改革

• 自公政権

「エネルギー基本計画」(2014.4)＆長期エネルギー需給見通し

– 原発の縮小？（2030年に20〜22％）

– 再エネ拡大（2030年に22〜24％）

– 電力システム改革の法制度を整備

3 4

長期エネルギー需給見通し（2015年）における電源構成

5

40年廃炉 20年延長

発電量
（億
kW h)

総発電
量に占
める割
合（％）

発電量
（億
kW h)

総発電
量に占
める割
合（％）

既存の全ての原発(42基）の発電
量 1,182 11% 2,425 23%

うち適合申請した原発の発電量 692 6% 1,399 13%

大間原発と島根3号の発電量 161 2% 161 2%

合計 1,343 13% 2,586 24%

注：所内率5%、総発電量10650億kW hとして計算。

長期エネルギー需給見通しについて

• 既存の原発を最大限利用して初めて達成で
きるもの。

• 現在適合申請されている原発が仮に全て再
稼働したとしても、20年間運転期間の延長し
なければ達成できない。

• 実現は、相当に困難であると考えて良い。

6
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なぜ電力自由化なのか

• 3.11 以前のエネルギーシステム

– システム：発送電一貫、地域独占、計画

– 電源：大規模集中型電源

– 各エネルギーサービスの分断

→経済性、安定性

• 3.11以降の課題

– 震災→電力不足

→系統運用は最適になっているのか？

– 福島第一原発事故による原発の長期休止

– 東京電力経営財務調査委員会による調査

→過剰投資、非効率な経営

– 原発の経済性？

→安定性、経済性があるのか？

7

発電

送電

配電

小売

垂直統合

電気料金＝
総括原価方式

発電
会社

送配電
会社

小売
会社

発送電分離

地域独占
広域運用

競争

（卸電力市
場）

競争

既存電力会社
再エネ事業者
PPS(特定規模電気事
業者）
etc.

既存電力会社
新電力
etc.

小売電力料金の自由
化

法的
分離

一般電気事業者

規制料金の廃止

8

電力自由化の論点

• 競争上、公正性・中立性が保たれているか

• 系統運用上、公正性・中立性が保たれている
か

9

原子力発電と電力自由化

＜既存の原発＞

• 短期

– 原発再稼働

• 燃料費が安い

• 原発依存経営 →道理はない

• 中長期

→原発のリスク

• 安定して運転できるか。

• 放射性廃棄物処分リスク、廃炉リスク

• 再処理リスク

• 重大事故のリスク

＜新規の原発＞

– 発電コストは低い？？

10

原子力延命策の構築

• 基本的構図

– 原子力が競争にさらされれば事業継続困難。

– 総括原価方式にもとづく電気料金がなくなる。

• 政策対応

– 原発は保護＝自由化から外す

– その他の電源、事業者は競争

• 原子力延命策（＝事業環境整備）

– 原発のリスク・コストの国民への転嫁

– 再処理事業の半永久化

– 新設を可能とする制度の構築

11

原子力損害賠償制度の見直しについては、本
計画で決定する原子力の位置付け等を含めた
エネルギー政策を勘案しつつ、現在進行中の福
島の賠償の実情等を踏まえ、総合的に検討を進
める。

このため、国は、電力システム改革によって競
争が進展した環境下においても、原子力事業者
がこうした課題に対応できるよう、海外の事例も
参考にしつつ、事業環境の在り方について検討
を行う。

エネルギー基本計画

12
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1. 廃炉にともなう損失
– 原子力発電設備

– 核燃料

→廃炉決定とともに一挙に損失に

→これがなんとかならないか

原子力の延命策１

電力会社の資産

会計・電気料金制度の変更

13

1. 原子力発電施設解体引当金の未引当額

→廃止決定後も引当可能に(2013年10月）

2. 原子力発電設備の減損損失

① 廃止措置にも使われる原子力発電設備の減損損失

→償却可能に(2013年10月）

② 発電のみに使われていた原子力発電設備の減損損失

→償却可能に（2015年4月）

3. 核燃料資産の減損損失

→償却可能に（2015年4月）

14

廃炉会計・電気料金制度の改定

従来、電力会社の損失となっていたものを、電気料金を通じ
て国民負担に

総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会電気料金審査専門小委員会廃
炉に係る会計制度検証ワーキンググループ「原発依存度低減に向けて廃炉を円
滑に進めるための会計関連制度について」2015年3月31日, p.10.

原子力の費用を託送料金で回収！？

15

• 電力自由化が進むと、電力会社による日本
原燃支援が今後続けられなくなる。

原子力の延命策２

16

再処理維持のための
再処理等拠出金法

• 資金確保問題

– 総括原価方式がなくなると積立できなくなる

– 電力自由化が進むと事業者の経営が悪化する可能性

→拠出金として徴収、用途拡大（M O X燃料加工、廃棄物処理など）

• 事業の実施体制

– 日本原燃（電力会社出資の株式会社）

– 競争環境下で事業継続困難

→新たな体制整備

※認可法人（使用済燃料再処理機構）設立

再処理事業を実施。（日本原燃に委託）

事業計画、拠出金単価の決定、拠出金管理

17

原子力事業者以外の事業者への
負担転嫁？

総合資源エネルギー調査会電力ガス事業分科会原子力小
委員会 原子力環境整備検討専門ワーキンググループ中間
報告「新たな環境下における使用済燃料の再処理等につい
て」（2015年11月）,p.12

18
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事業実施体制

• 使用済燃料再処理機構

– 再処理事業を実施（日本原燃に委託）

– 国が関与する「認可法人」に

※情報公開が十分に行われるかどうか懸念される。

• 国が大きく関与する体制へ

– 日本原燃を救済

– 再処理事業を支える原子力事業者（電力会社）の
リスク軽減

19

• 損害賠償の有限責任化

• 現在の原子力損害賠償の原則

– 無過失責任

– 責任集中

– 無限責任：原発事故被害は青天井。損害賠償無
制限は本来当然

原子力の延命策３

有限責任化？
事業者の責任を軽減？

20

誰が原子力損害賠償の責任を持つのか

＜考えられるパターン＞

• 民間事業者の無限責任

• 国の無限責任

– 国が損害賠償の当事者に？

• 民間事業者と国との無過失無限の連帯責任

• 民間事業者の有限責任、支払いきれない部分を国が責任

→原子力事業の将来

→原子力損害賠償支援機構法 にも影響

１）国が損害賠償責任を負うと、結果的に国民負担につながる。

２）国の中立性

21

事故費用はいくらか

<暫定>

22

項目 ⾦額(億円)

損害賠償費用 要賠償額(*1) 64,412

賠償対応費用
(*2)

777

原状回復費⽤(*7) 除染費用等(*3) 24,800

中間貯蔵施設
(*4)

10,600

事故収束・廃止費用(*5) 21,675

⾏政による事故対応費⽤（除染を
除く）(*6)

15,663

合計 137,927
出所：大島・除本(2014)「福島原発事故のコストを誰が負担するのか―再稼働の動きの
もとで進⾏する責任の曖昧化と東電救済―」『環境と公害』7月、総特改訂、平成28年
度予算案を反映
注：追加的安全対策費⽤、森林除染は含まない。

莫大な費用を誰が払うのか

23

事故発生者＝汚染者＝加害者

→損害賠償責任
→事故収束・廃炉の責任

最低13兆円に及ぶ費用
超長期に及ぶ取り組み

自力で払いきれない
本来であれば破綻は避けられない

日本の原子力損害賠償

• 原子力損害賠償法(1961)

– 賠償責任の集中

– 無過失責任

– 賠償措置 →1200億円が限度額

• 原子力損害賠償責任保険

• 補償契約

24
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東京電力支援の考え方

機構は、原子力損害賠償のための資金が必要

な原子力事業者に対し援助(資金の交付、資本

充実等）を行う。援助には上限を設けず、必要

があれば何度でも援助し、損害賠償、設備投資

等のために必要とする金額のすべてを援助で

きるようにし、原子力事業者を債務超過にさせ

ない。

25

「東京電力福島原子力発電事故に係る原子力損害の賠償に関する政府の支援の枠
組みについて」（2011年6月14日、閣議決定）

26

東京電力

原子力損害賠償支援機構

国民

損害賠償

資金援助

交付国債

電力料金

東電以外の原子力事業者

一般負担金

一般負担金、
特別負担金

電力料金

税

被害者

金融機関

政府

利息借入金

｀

返済

国庫納付

出所：『朝日新聞』他より作成。

原発事故費用の負担

種類 負担方法 仕組み

損害賠償
費用

損害賠償 一般負担金【電力消費者負担】 支援機構法、一般
電気事業者供給約
款料金算定規則

賠償対応費用 電気料金への転嫁【電力消費者
負担】

一般電気事業者供
給約款料金算定規
則の運用

原状回復
費用

除染費用 支援機構保有の株式売却益【国
から求償すべき費用を穴埋めし
東電の負担を軽減】

支援機構法、福島
復興指針

中間貯蔵施設 国費投入【国民負担】 支援機構法第68条、
福島復興指針

事故収束・廃止費用 経常費用の電気料金への転嫁
【電力消費者負担】

一般電気事業者供
給約款料金算定規
則の運用

27

事故コストの意味

• 世界最大規模の電力

会社、東京電力すら経

営が困難な状況に陥っ

た。

• 中小の電力会社は、金

銭面で、損害賠償はお

ろか、事故収束すらで

きない可能性。

28

発電量でみる電力会社の規模

原発の新設を可能に？

• 原発の発電コスト
– 最も安い？？

自公政権下の検証：コスト検証ワーキンググループ

→安いのであれば、仮に原子力の開発を進めると
いう方針をとったとしても、支援は不要。

• 現実
– 事例：イギリス、ヒンクリーポイントC原発

– 建設費の高騰

→補助金なしに原発の新設は不可能

29

日本の原子力開発
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1年に2基の割合
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31

新しい原発のコスト計算の問題点

• 資本費

– 欧州では、規制強化と建設費用の上昇がみられる。

– 例えばヒンクリーポイントC原発の建設費単価は134万円/kW 。日本
の原発は37万円/kW

→仮に英国並みとすれば、発電コストは17.4円/kW hとなる

• 事故リスク対応費用

– 事故費用総額はまだわかっていない。

– 共済方式を採用したコスト等検証委員会報告書を踏襲しているかの
ように記述

→内実は、発生頻度方式に変更。なぜ正面から議論しないのか。

→PRAにおける発生頻度をコスト評価に使用できるのかどうかは改めて
検討すべき

→4000炉年に1回になった？←根拠はない。

32

17.4円/kW h

33

“電力コスト”論について

34

①「電力コスト」に資

本費や保守費が入って

いない。

②したがって、電気料

金の原価が下がる訳で

はない。

③火力・原子力は燃料

費のみ、再エネのみ資

本費を含む

④FIT買取費用が急増す

るのは、当初の制度設

計の失敗による。（再

エネ拡大固有のもので

はない。）

⑤2030年以降、買取費

用は低下する。

⑥2030年だけでなく長

期的にみなければ政策

をミスリードする。

？

？

35

FITの賦課金単価

36

• 2030年時点で再エネの

コストを計測することは
妥当か

〜環境省試算では、
FIT賦課金は2030年以
降急速に減少。
〜再エネは、FIT初期

の政策の失敗により、
2030年時点でみると最
も高くなる。 『平成26年度2050年再生可能エネルギー等分散型エネルギー普及

可能性検証検討委託業務報告書』p.260
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系統運用上の公正性・中立性は保たれている
か

37 38
電力広域的運営推進機関「送配電等業務指針」

原子力、水力、地熱

39総合資源エネルギー調査会基本政策分科会(第16回会合）・長期エネルギー需給見通し小委員会（第1回会
合）合同会合資料3、p.47)、2015年1月30日

原発を最優先

• ベースロード発電所は、完全に消え失せてい
る。

• 天然ガス、石油は、部分的に利用される。

40

一方、エネルギー転換を進めるドイツでは…

41
出所：Agora Enegiewende (2013), 12 Insights on Germany’s Energiewende

8月の電力需給（ドイツ）

バイオマス
風力

（陸上・洋上）
水力 太陽光

その他（火力等）

• 原子力は延命策をとらなければ、生き残れな
い。

• 再生可能エネルギーの優先接続、優先給電
が必要。

42
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運転から40年で
次々と廃炉

100万kW

原発の将来見通し

43

これからのエネルギー

1. 分散型エネルギー源を主要な構成要素とする。
– 集中型エネルギー源は役割が変わる
– 大規模から中小規模へ

– 再エネ、省エネ（デマンドレスポンス等）、自家発電、新技術（燃
料電池等）、

2. システム全体が分散型へ。
– 集中管理型から、解放されたネットワーク、市場による管理へ

3. 地域主導のエネルギーへ。
– 再エネ：地域性

– 国・独占企業中心から市民、地域企業、自治体へ（コミュニ
ティー・パワー）

44

45

集中型システム 新しいシステム

エネルギー源 集中型エネルギー中心 分散型エネルギー中心

事業主体 発送電一貫電力会社 多様な主体＋系統運用者

政策主体 国 地方自治体＋国

原理 独占・計画：規模の経済 競争・市場＋自律・協調

ネットワーク 発電と一体・階層構造 開放・メッシュ状

消費者の役割 受動的・限定的 能動的・多様化：プロシュー
マー

環境適合性 低い：廃棄制約（放射能、炭
素）

高い：低炭素、安全、自然
調和的

地域との親和
性

低い 高い：農林水産業との相乗
効果

経験・歴史 長い：確実 短い：不確実

集中型システムから地域分散型システムへ

まとめ

• エネルギー政策の大転換が進んでいる。

• 原子力発電は、電力自由化の下では事業継続が困難であ
る。

• 原子力延命策が講じられつつある。これは、再エネ利用推進
と矛盾する。

• 再エネを中心とした地域主導型のエネルギー利用へと転換
すべきである。

46
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ブックレット『島根の原発・エネルギー
問題を問いなおす』のポイント説明

1

山陰研究センター講演会（2016年6月4日）

片岡 佳美・関 耕平・伊藤勝久・上園昌武
（島根大学）

１．島根原発の概要

上園昌武・菊池慶之

2

2010年時点における都道府県別の電力の需給ギャップ

3

（注）都道府県別の電力の需給ギャップは以下の計
算により推計した。[需給ギャップ]＝[2010年の全国に
占める各都道府県の供給シェア]－[2010年の全国に
占める各都道府県の使用シェア]

島根原発の概要

4

 島根１号機は、2015年に廃炉が決定され
た（2009年3月31日より稼働停止）。

 島根２号機は、2012年1月27日より定期検
査のため稼働停止。2013年12月25日に中
国電力は原子力規制委員会に新規制基準
への適合審査を申請した（再稼働申
請）。

 島根３号機は、2005年12月に着工され、
2011年12月に営業運転の予定であった
が、稼働の見通しが立っていない。

島根１号機 島根２号機 島根３号機

炉型 沸騰水型（BWR） 沸騰水型（BWR） 改良沸騰水型（ABWR）

電気出力 46万kW 82万kW 137.3万kW

運転開始 1974年3月29日～
2015年4月30日

1989年2月10日 建設中

主契約者 日立 日立 日立

建設費 395億円 3047億円 4240億円

島根県の電力需要量と島根原発・三隅火発の発電可能量

島根県は電力移出県であるが、都市部や工業地
帯へ電力供給を続けるべきなのか？ 5

●2012年度の島根県の電力需要量と発電量

 島根原発2号機の設備
利用率を70％と想定し

た場合、島根県の電力
需要量とほぼ同じ量を
発電可能

 三隅石炭火力発電所
の設備利用率を70％と
想定し、島根原発2号

機と合計した場合、島
根県の電力需要量の2
倍を発電可能

50
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島根原発

2号機発電量

島根原発2号機と

三隅石炭火力

合計発電量

島根県

電力需要量

（2012年度）

億kW h

島根県内発電所の発電可能量

6

 島根原発２号機と三隅火力
１号機で、111.6億kWhの発
電が可能であり、県内発電
所全体の発電可能量の91％
を占める。

電源 発電所
設備容量
（万kW）

発電量
（億kW h）

設備
利用率

原子力 島根原発2号機 82.0 50.3 70%

火力 三隅火力1号機 100.0 61.3 70%

水力
千kW超 潮、明塚ほか、計21ヶ所 16.1 6.3 45%

千kW以下 湯村、窪田ほか、計23ヶ所 0.7 0.4 60%

風力 新出雲（26基）他、計8ヶ所・54基 12.8 2.2 20%

太陽光 江島工業団地ほか 13.3 1.4 12%

バイオマス・廃棄物 エコクリーン松江ほか、計3ヶ所 0.6 0.3 60%

合計 － 122.3 －

山陰研究（第9号）2017.3

―61―



２．地域住民は島根原発をど
のように捉えているか

片岡佳美・吹野卓

7

原発についての意識調査の概要

方法：質問紙調査（郵送配布・回収）
期間：2015年2月29日～3月15日
対象：松江市選挙人名簿から無作為抽出。

鹿島町・島根町住民 600人
それ以外の地域の住民 900人

有効回答票数：
鹿島・島根 252件（回収率42％）
【内訳】鹿島 169件 島根 83件

それ以外 390件（回収率43％）
不明 34件

8

9

10

11

12
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13

３．島根原発と地域経済・地
方自治・地方財政

関 耕平

14

15

原発と地域経済

 地域経済への波及効果は本当に大きいのか

16

原発立地と地方財政

 あからさまな「交付金」の

タイミング

 再稼動で交付金、積増し

 原発の「コスト」へ不参入

 これ以外に不透明な寄附金

17

島根原発と地方財政(1)

18

島根原発と地方財政(2)
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19

島根原発と地方財政（まとめ）

 寄附金のタイミング

 交付金のタイミング

⇒ いずれも「地方自治」（地域自身の自律的な
意思決定）を阻むように仕組まれている

 固定資産税の財政効果の限定性と一時性

20

島根原発立地と地方自治

ブックレットから

 原発立地をめぐる1970年代初頭の町議会議事録

中電からの寄附を前提とした町の将来構想

寄附金の「請求」と交付をめぐるやり取り

「生々しさ」が問題ではなく、このお金の流れの中
で。漁業など住民への影響や安全性問題について
の議論がないがしろのされ、自治体・住民の自律的
意思決定（地方自治）が阻害されることが問題

21

島根原発の経済・財政効果を問い直す

 立地関連交付金 全体収入 2.6％

義務的経費に計上

 3号機による税収効果：松江市

固定資産税総額 125億円 新たに64.4億円増

松江市財政 純増 16.1億円（1.6％）

22

エネルギー選択をめぐる地方自治確立へ

・経済・財政効果の多寡はまだまだ未解明
こうした効果の多寡を含め、正確な情報に基づい
て住民自身が決定する権限を発揮することが大切

＜エネルギー選択をめぐる地方自治＞

経済・財政効果を確定させ、評価する議論をはじ
めとして、当事者（自治体、中電、住民）が意見交
換と議論を重ねることの重要性

４．島根の木質バイオマス・
エネルギーの可能性

伊藤勝久

23

森林資源のエネルギー利用が可能な島根県
資源量（森林率と１人当たり面積）

森林の利用・・・木材（製材・加工木材原料）・製紙チップ・エネルギー
– 森林の利用価値を最大化

持続可能な・計画的な伐採と植林へのシフトが必要

木質バイオマス利用推進

• 生産コスト・燃料価格
– 生産コストと技術

– 燃料形態と価格

• 利用のシフト
– 発電、熱生産

– エネルギー効率

– 経済の内部循環

– 政策的誘導
24
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木質バイオマスの生産コストと燃料価格

木質バイオマス

未利用間伐材等の利用も簡単でない

低コスト生産の方法
– 製材用木材生産の際に副次的に発生する残材の利用

– 広葉樹林（旧薪炭林）の皆伐（その後は萌芽更新）による生産

燃料の形態と使いやすさ
– 薪、ペレット、チップ（切削チップ、破砕チップ）

石油と対比される燃料価格
25

林地残材（切捨間伐） プロセッサー 林地残材（枝葉） バンドリングマシン

木質バイオマス利用へのシフト

発電、熱生産の規模と燃料利用量
– 家庭・事業所用（薪・ペレットストーブ 5～10kW 数ﾄﾝ※）

– 農業用ハウス（ペレット・チップボイラー50～200kW 100～200ﾄﾝ※ ）

– 温熱施設等（チップボイラー 300kW ～1M W 300～1000ﾄﾝ※）

– 専焼発電用（チップボイラー 5～15M W （常時運転） ～20万ﾄﾝ）

– 混焼発電（チップボイラー 500～1000M W （常時運転） 混焼率5%で5万ﾄﾝ）

エネルギー効率
– 木質バイオマスのもつエネルギーを最大限利用する方法

• 原料→燃焼（熱）→（運動）→発電（電気）→冷暖房・給湯・電灯等利用

• 原料→燃焼（熱）→（冷）暖房・給湯利用

– 「熱（利用）は熱（供給）で」の考えの一般化

経済の内部循環
– 地域内部で生産・流通・需要（熱関係）。

– 燃料代の地域外への流出を出来るだけ少なくし、地域経済の拡大に資する

政策的誘導
– 化石燃料価格に関わらず、木質バイオマスを使う経済的メリットの付与

26

※規模・運転時間・出力により大きく変動

５．島根のエネルギー社会を
展望する

上園昌武

27

「エネルギー自立地域」の目的と意義

 地球温暖化問題や大気汚染などの緩和（環境保全対策）

 脱原発・原発ゼロ、枯渇性資源（石油・石炭など）ゼロ

 安全な社会

 エネルギー輸入の削減

 エネルギー安全保障（エネルギー地産地消）

①再生可能エネルギーによるエネルギー100％自給
＝エネルギー消費を大きく減らし、再生可能エネルギーへ転換

28

②地域経済の自立
 省エネ対策や再生可能エネルギー普及は地域に新たな事業をうみだす（例：

断熱改修や太陽光パネルの設置と保守・点検）

 産業と雇用の創出

 大型発電所と異なり、事業が分散するので、地域毎に労働人口を増加させる

 過疎化・高齢化対策

 経済成長至上主義（GDP信仰）からの決別

 豊かな暮らし、社会的な価値観の見直し

エネルギー自立の概念図（島根県）

29

石油・石炭・
天然ガス・ウ

ラン
91.5％

水力・再生可能エ
ネルギー 8.5％

再生可能エ
ネルギー

100％

省エネ対策
の促進

太陽光・風力
などの普及

省エネ効果
（エネルギー消
費量の半減）

2009年 将来（？？年）

エネルギー
消費量

50,642 TJ

自給
4,294 TJ

輸入

ゼロエネルギー住宅の普及

30

●強化されてきたドイツの住宅
省エネ基準

 ゼロエネルギー住宅は、断熱などで大
幅にエネルギー消費を減らし、必要な分
を再エネで賄う

 ドイツなどでは三重窓が標準化されて
いるのに対し、日本ではようやく二重窓
が普及しつつある段階である

 ゼロエネルギー住宅は、ヒートショック
の回避（健康住宅）や居住環境を快適
にする生活の質を向上させるもの
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再エネの熱利用の拡大

31

ペレット・薪ストーブ（暖房） 太陽熱温水器（給湯、暖房）

地中熱（暖房、冷房）
バイオエネルギーのコジェネ

（給湯、暖房、発電）

現状（エネルギー輸入） 将来（エネルギー自立）

地域内で資金循環、雇用創出

島根県

大量のエネル
ギーの輸入

燃料代流出

1,300億円
（2013年度）

海外

重油、灯油、石炭、
ガス、ウラン等

需要先（工場・オフィ
ス・家庭・車等）

島根県

エネルギーの
輸入ゼロ

燃料代流出

ゼロ

海外

重油、灯油、石炭、
ガス、ウラン等

需要先（工場・オフィ
ス・家庭・車等）

再エネ（電力・熱等）
省エネ（断熱工事等）

売上げ
再エネ・
省エネ
事業

海外への資金流出

エネルギー自立の経済循環（島根県）

1,000億円
（年間）

32

再エネ開発では地域紛争の回避が不可欠

33

 風力発電の開発では、景観破壊や
騒音・振動問題などで地域社会との
紛争が起きかねない

 メガソーラーの開発では、太陽光の
照り返しや自然・景観破壊のリスク
がある

地域社会とリスク回避の対話を
行い、再エネ事業に参加させる

外来型開発から内発的発展の事業へ

34

利益
割合

地域発展
の意欲

地域内地域外

強い

弱い

外来型開発
（域外企業が大規
模事業を建設・運
営）※メガソーラー
や大規模風力発電

内発的発展
（地域・市民共同発電
所・農家などが小規模
事業を建設・運営）

部分協働型開発
（地域主体が中大
規模事業の一部を
建設・運営）

ご静聴ありがとう
ございました
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「エネルギーは地域社会の未来を変える」
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